
計画の区分： 学部の学科の設置

[令和2年度設置］

　　　　　　　　　　　　　　　注１

長崎県立大学大学院　地域創生研究科　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

【届出】設置に係る設置計画履行状況報告書

                                                長崎県公立大学法人　
                                                    令和２年５月１日現在     

　作成担当者

　　担当部局（課）名　企画広報課企画広報グループ

　　　職名・氏名　　リーダー・藤原
フジワラ

　誠吾
セ イ ゴ

　　　電話番号　　0956-47-5856

　　　（夜間）　　0956-47-2191

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　0956-47-8047

　　　ｅ－mail　　kikaku@sun.ac.jp

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて、設置時の旧名称を記載してください。

　　　　　例）　○○大学　△△学部　□□学科

　　　　　　　　　　　　（旧名称：◇◇学科（平成◇◇年度より学科名称変更））

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・大学の設置の場合：「○○大学」

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　３　大学番号の欄については、調査対象大学等に対して別途発出する、事務連絡「令和２年度の履行状況

　　　　　報告書の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　・大学院設置の場合：「○○大学大学院」

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　・大学院の研究科の専攻の設置等の場合：「○○大学大学院　○○研究科　○○専攻（修士課程）」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

届出

大学番号：０００
注３
大学番号：公立０２

注３

届出



＜地域社会マネジメント専攻＞

＜情報工学専攻＞

＜人間健康科学専攻＞
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ｲﾅﾅｶﾞ　ｼﾉﾌﾞ）

稲永　忍

(平成28年４月）

（ｷﾑﾗ　ﾂﾄﾑ）

木村　務

（平成31年４月）

（ｵｵﾏｶﾞﾘ　ｶﾂﾋｻ）

大曲　勝久

（令和２年４月）

（ﾐﾄ　ﾋﾛｼ）

三戸　浩

（令和２年４月）

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）令和元年度に報告済の内容　→（元）

　　　　　　令和２年度に報告する内容　→（２）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　　記入してください。

　　　・大学院の場合には、「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

　　　〒８５８－８５８０

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　長崎県公立大学法人

（２） 大　学　名
　　　　長崎県立大学

（３） 調査対象大学等の位置

学　　長

　　　　長崎県佐世保市川下町１２３番地

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合、本部の位置を（　）書きで記入してください。

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には、複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　ください。

（４） 管理運営組織

職　　名

理 事 長

研究科長

専攻長

1



（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。
　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は、平成２８年度開設の４年制の学科の完成年度を越えて報告する場合（令和２年度までの５年間）ですが、
　　　　完成年度を越えていない場合は修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が４年以下の場合には欄を削除し、
　　　　５年以上の場合には、欄を設けてください。）

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　に報告書を作成してください。

地域創生研究科

地域社会ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
専攻

2 15 30

修士（経営学、経済

学、ﾒﾃﾞｨｱ社会学、

文化振興額）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人 15人 人

19
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入学定員超過率
Ｂ／Ａ

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年度には

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度（令和２年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「開設年度から報告年度までの平均入学定員超過率」は、完成年度を越えて報告書を提出する大学等のみ

　　　　記入してください。完成年度を越えていない場合は「－」を記入してください。

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

調査対象学部等の
名称（学位）

学位又は学科の
分野

設 置 時 の 計 画
備　　考

修業年限 入学定員 編入学定員 収容定員

　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号

経済学関係
年 人 年次 人

人

社会学・社会福
祉学関係

文学関係

（注）・　定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　・　基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

　　　・　学生募集停止を予定している場合は、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

　　　　（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
平均入学定員

超 過 率

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定
員超過率

備　　考

Ａ　 入学定員

倍 倍

15

[ 　　　 ] [ 　　　 ] [ 　　　 ] [ 　　　 ] [ 　－　 ]

(　　 　) (　　 　) (　　 　) (　　 　) (　－　)

志願者数

受験者数

合格者数

Ｂ　 入学者数

1.26

2



対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

19 －

[　 　] [　 　] [　 　] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　2 ] [ － ]
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[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　）（　　）（　　）（　　）

　　・令和２年５月１日　公表

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
備　　　　　考

１年次

２年次

３年次

４年次

計

（　　　　 ） （　　　　 ） （　　　　 ） （　　　　 ）

[　　　 　] [　　　　 ] [　　　　 ] [　　　　 ] [　　　　 ]

（　　　　 ）
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

人 人 平成２８年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成３０年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 人 人
（記入例）
就学意欲の低下（5人）、他の教育機関への転学（2名）
[就職（1人）、除籍（2人）]

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 0 人 0 人

0 人 人 人

（注）・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　各対象年度の在学者数については、対象年度の人数を記入してください。（在学者数から退学者数を減らす必要はありません。）

　　　・　内訳については、退学した学生が入学した年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　　　・　在学者数、退学者数には編入学生や転入学生も含めて記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は、下の項目を参考に記入してください。その際、「就学意欲の低下（○人）」というように、その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　（５）－⑤　調査対象学部等の年度ごとの退学者の割合

【平成２８年度】

平成２８年度の退学者数（ａ） 0
平成２８年度の在学者数（ｂ） 0

【平成２９年度】

平成２９年度の退学者数（ａ） 0
平成２９年度の在学者数（ｂ） 0

【平成３０年度】

平成３０年度の退学者数（ａ） 0
平成３０年度の在学者数（ｂ） 0

【令和元年度】

令和元年度の退学者数（ａ） 0
令和元年度の在学者数（ｂ） 0

【令和２年度】

令和２年度の退学者数（ａ） 0
令和２年度の在学者数（ｂ） 19

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

人平成３０年度

退学者数
主な退学理由

（留学生の理由は[　]書き）

　　　区　分

対象年度
うち留学生数

平成２８年度

平成２９年度

在学者数（b） 退学者数（a）

内訳

入学した年度

人 人

合　　計

人

令和元年度 人 人

人令和２年度 19 人 0

=

=

=

=

=

=

=

= = 0 ％

#DIV/0! ％=

#DIV/0! ％

#DIV/0! ％

#DIV/0! ％
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【令和２年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

地域振興特論 １①② 2 6 2 2 3 地域振興特論 １①② 2 　 　 6 2 2 3

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１③④ 2 　 2 2 2 　 5 １③④ 2 　 2 2 2 　 5
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

小計（２科目） - 4 0 0 8 4 4 0 0 8 小計（２科目） - 4 0 0 8 4 4 0 0 8

社会課題特論 １① 2 　 7 3 　 　 　 社会課題特論 １① 2 　 7 3 　 　 　
現代政治経済社会特論 １③ 　 2 　 1 　 　 　 　 現代政治経済社会特論 １③ 　 2 　 1 　 　 　 　

１① 　 2 　 1 　 　 　 　 １① 　 2 　 1 　 　 　 　

経済統計特論 １③ 　 2 　 1 1 　 　 　 経済統計特論 １③ 　 2 　 1 1 　 　 　

国際関係特論 １① 　 2 　 1 　 　 　 　 国際関係特論 １① 　 2 　 1 　 　 　 　

離島社会情報特論 　 　 2 　 　 1 　 　 　 離島社会情報特論 1③ 　 2 　 　 1 　 　 　

小計（６科目） - 2 10 0 9 5 　 　 　 小計（６科目） - 2 10 0 9 5 　 　 　

１① 2 1 １① 2 1

経営管理特論 １② 2 1 経営管理特論 １② 2 1

経営組織特論 １② 2 1 経営組織特論 １② 2 1

経営戦略特論 １③ 2 1 経営戦略特論 １③ 2 1

ＣＳＲ特論 １④ 2 1 ＣＳＲ特論 １④ 2 1

地域マネジメント特論 １④ 2 1 地域マネジメント特論 １④ 2 1

国際経営特論 １④ 2 1 国際経営特論 １④ 2 1

１④ 2 1 １④ 2 1

リスクマネジメント特論 １③ 2 1 リスクマネジメント特論 １③ 2 1

長崎と九州の企業特論 １③ 2 1 長崎と九州の企業特論 １③ 2 1

２① 2 1 ２① 2 1

マーケティング戦略特論 １② 2 1 マーケティング戦略特論 １② 2 1

流通システム特論 １② 2 1 流通システム特論 １② 2 1

１③ 2 2 １③ 2 2

国際・地域物流特論 １④ 2 1 国際・地域物流特論 １④ 2 1

国際経済特論 １④ 2 　 1 　 　 　 国際経済特論 １④ 2 　 1 　 　 　

１③ 2 　 1 　 １③ 2 　 1 　

会計学特論 １② 2 1 会計学特論 １② 2 1

財務会計特論 １② 2 1 財務会計特論 １② 2 1

１③ 2 1 １③ 2 1

企業税法特論 １④ 2 1 企業税法特論 １④ 2 1

租税法特論 １④ 2 　 1 　 　 租税法特論 １④ 2 　 1 　 　

１③ 2 　 1 　 １③ 2 　 1 　

小計（２３科目） - 0 46 0 10 5 3 0 0 3 小計（２３科目） - 0 46 0 14 5 4 0 0 1

１① 2 1 １① 2 1

経済政策特論 １② 2 1 経済政策特論 １② 2 1

財政学特論 １② 2 1 財政学特論 １② 2 1

計量経済学特論 １④ 2 1 計量経済学特論 １④ 2 1

経済史特論 １① 2 1 経済史特論 １① 2 1

公共政策特論 １② 2 1 公共政策特論 １② 2 1

地域計画特論 １④ 2 1 地域計画特論 １④ 2 1

１③ 2 1 １③ 2 1

市民参加特論 １④ 2 1 市民参加特論 １④ 2 1

政策評価特論 １④ 2 1 政策評価特論 １④ 2 1

１② 2 1 １② 2 1

農業経済特論 １③ 2 1 農業経済特論 １③ 2 1

地域環境政策特論 １④ 2 1 地域環境政策特論 １④ 2 1

１④ 2 1 １④ 2 1

地域福祉特論 １④ 2 1 地域福祉特論 １④ 2 1

小計（１５科目） ― 0 30 0 6 3 2 0 0 4 小計（１５科目） ― 0 30 0 6 4 2 0 0 3

２　授業科目の概要

＜地域創生研究科　地域社会マネジメント専攻＞

配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

（１）－① 授業科目表

【認可時又は届出時】

科目
区分

授業科目の名称
配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

研
究
科
共
通
科
目

研
究
科
共
通
科
目

マネジメント・リーダー
シップ特論

マネジメント・リーダー
シップ特論

専
　
攻
　
共
　
通
　
科
　
目

専
　
攻
　
共
　
通
　
科
　
目

ヒューマン・リソース・マ
ネジメント特論

ヒューマン・リソース・マ
ネジメント特論

科目
区分

授業科目の名称

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
系

ビジネス・マネジメント
特論

コーポレート・ファイナン
ス特論

コーポレート・ファイナン
ス特論

地域事業継承・後継者
育成特論

地域事業継承・後継者
育成特論

研
究
科
共
通
科
目

ビ
ジ
ネ
ス
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
コ
ー

ス

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
系

ビジネス・マネジメント
特論

研
究
科
共
通
科
目

ビ
ジ
ネ
ス
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
コ
ー

ス

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン
グ
系

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン
グ
系

流通・マーケティング史
特論

流通・マーケティング史
特論

経営情報特論 経営情報特論

会
計
学
・
関
係
法
系

会
計
学
・
関
係
法
系

管理会計特論 管理会計特論

会社法特論 会社法特論

専
門
科
目

経
済
・
地
域
政
策
コ
ー

ス

経
済
学
系

経済学特論

研
究
科
共
通
科
目

ビ
ジ
ネ
ス
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
コ
ー

ス

経
済
学
系

経済学特論

地
域
行
政
系

地
域
行
政
系

地方行政法特論 地方行政法特論

地
域
政
策
系

地域経済分析特論

地
域
政
策
系

地域経済分析特論

交通経済特論 交通経済特論
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１① 2 1 １① 2 1

１③ 2 1 １③ 2 1

１② 2 1 １② 2 1

ジャーナリズム特論 １② 2 1 ジャーナリズム特論 １② 2 1

国際メディア特論 １④ 2 1 国際メディア特論 １④ 2 1

現代社会特論 １② 2 1 現代社会特論 １② 2 1

比較社会特論 １② 2 2 比較社会特論 １② 2 2

文化社会学特論 １④ 2 1 文化社会学特論 １④ 2 1

コンテンツ文化特論 １③ 2 1 コンテンツ文化特論 １③ 2 1

日中文化社会特論 １③ 2 1 日中文化社会特論 １③ 2 1

日英比較文化特論 １④ 2 2 日英比較文化特論 １④ 2 1 1

小計（１１科目） ― 0 22 0 6 5 0 0 0 1 小計（１１科目） ― 0 22 0 7 4 0 0 0 1

地域・離島文化特論 １① 2 2 1 地域・離島文化特論 １① 2 2 1

1③④ 2 1 1③④ 2 1

国境離島史特論 １④ 2 2 国境離島史特論 １④ 2 2

宗教文化特論 １③ 2 2 宗教文化特論 １③ 2 2

農村社会文化持続特論１④ 2 1 農村社会文化持続特論１④ 2 1

１② 2 1 １② 2 1

地域食文化特論 １② 2 1 1 地域食文化特論 １② 2 1 1

国際法特論 １③ 2 1 国際法特論 １③ 2 1

１④ 2 1 １④ 2 1

地域振興関係法規特論 １④ 2 1 地域振興関係法規特論 １④ 2 1

離島教育支援特論 １② 2 1 離島教育支援特論 １② 2 1

１② 2 1 １② 2 1

地域情報経済特論 １① 2 1 地域情報経済特論 １① 2 1

小計（１３科目） ― 0 26 0 5 4 1 0 0 6 小計（１３科目） ― 0 26 0 5 4 1 0 0 6

特別研究 1～2 8 26 9 特別研究 1～2 8 27 8

1～2 4 5 1 1～2 4 5 1

小計（２科目） - 0 12 0 27 9 0 0 0 0 小計（２科目） - 0 12 0 28 8 0 0 0 0

－ 6 146 0 30 19 7 0 0 21 － 6 146 0 32 19 8 0 0 11

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・  認可申請書又は設置届出書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。
　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教育課程等の概要」を確認してください。
　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の授業科目全て（兼任、兼担教員が担当する科目を含む。）を
　　　　黒字で記入してください。その上で、各年度については、認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。
　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても科目名の後ろに「（未開講）」として記入してください。
　　　・　１ページ目には認可時又は届出時と報告年度２つの表を記入してください。
　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除してください。
　　　　（２つの表が１ページに表示されるようにしてください。）
　　　・　専門職大学等の場合、「実験、実習又は実技による授業科目」には「【※】」、「臨地実務実習」による授業科目には「【臨】」、
　　　　　「連携実務演習」による授業科目には「【連】」を授業科目の名称の右側に記入してください。

メディアコミュニ
ケーション特論

メディアコミュニ
ケーション特論

研究指導科目 研究指導科目特定課題研究 特定課題研究

合計（７２科目） 合計（７２科目）

国
境
離
島
文
化
振
興
コ
ー

ス

国
境
離
島
文
化
振
興
コ
ー

ス

離島経済文化振
興特論

離島経済文化振
興特論

離島文化ツーリズム開
発特論

離島文化ツーリズム開
発特論

地方自治法特論 地方自治法特論

離島経済ネットワーク特
論

離島経済ネットワーク特
論

専
門
科
目

メ
デ

ィ
ア
社
会
コ
ー

ス

メディア社会学特論

専
門
科
目

メ
デ

ィ
ア
社
会
コ
ー

ス

メディア社会学特論

ネットワーク社会
特論

ネットワーク社会
特論

卒業要件及び履修方法 卒業要件及び履修方法

修了要件は、大学院に２年以上在学し、研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上を含
む計３２単位以上を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、修士論文又は特定の課題につい
ての研究の成果の審査に合格した場合に学位を授与する。
ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げたものについては、大学院に１年以上在学す
れば足りるものとする。

（ビジネス・マネジメントコース）
①社会人特別選抜の選抜区分で入学し特定課題研究を希望する者
研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上、同コースの専門科目から１８単位以上、研
究指導科目から特定課題研究４単位の計３２単位以上を修得する。
②①以外の者
研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上、同コースの専門科目から１４単位以上、研
究指導科目から特別研究８単位、計３２単位以上を修得する。

（経済・地域政策コース）
研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上、同コースの専門科目の経済学系から６単位
以上、他の２つの系から８単位以上、研究指導科目から特別研究８単位、計３２単位以上を修得
する。

（メディア社会コース）
研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上、同コースの専門科目から１４単位以上、研
究指導科目から特別研究８単位、計３２単位以上を修得する。

（国境離島文化振興コース）
研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上、同コースの専門科目から１４単位以上、研
究指導科目から特別研究８単位、計３２単位以上を修得する。

修了要件は、大学院に２年以上在学し、研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上を含
む計３２単位以上を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、修士論文又は特定の課題につい
ての研究の成果の審査に合格した場合に学位を授与する。
ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げたものについては、大学院に１年以上在学すれ
ば足りるものとする。

（ビジネス・マネジメントコース）
①社会人特別選抜の選抜区分で入学し特定課題研究を希望する者
研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上、同コースの専門科目から１８単位以上、研
究指導科目から特定課題研究４単位の計３２単位以上を修得する。
②①以外の者
研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上、同コースの専門科目から１４単位以上、研
究指導科目から特別研究８単位、計３２単位以上を修得する。

（経済・地域政策コース）
研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上、同コースの専門科目の経済学系から６単位
以上、他の２つの系から８単位以上、研究指導科目から特別研究８単位、計３２単位以上を修得
する。

（メディア社会コース）
研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上、同コースの専門科目から１４単位以上、研
究指導科目から特別研究８単位、計３２単位以上を修得する。

（国境離島文化振興コース）
研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上、同コースの専門科目から１４単位以上、研
究指導科目から特別研究８単位、計３２単位以上を修得する。
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【令和２年度】

（注）・  ２（１）ー① 授業科目表に記入された各年度における変更内容（配当年次の変更、専任教員等の配置の変更、
　　　　授業科目名の変更、新規科目の追加など）を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。
　　　・　変更内容には、授業科目の未開講や廃止については記入しないでください。
　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除してください。

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに、［　］内に、設置時の計画からの増減を
　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

　　　　
　　　　

・教育効果向上のため、担当教員の新規採用及び見直しの変更
　「経営戦略特論」の「兼単」を専任教員「講師」へ変更。
　「国際経営特論」の専任教員「准教授」を専任教員「教授」へ変更。
　「財務会計特論」の「兼単」を専任教員「准教授」へ変更。
　「地方行政法特論」の「兼単」を専任教員「准教授」へ変更。

・担当教員の昇任のために変更
　「日英比較文化特論」「特別研究」の専任教員を「准教授」から「教授」へ変更。
　上記変更に伴い、「特別研究」の専任教員等の配置を「教授」26名から27名、「准教授」を9名から8名に変更。

（２） 授業科目数

（１）－②授業科目表に関する変更内容

設置時の計画 変更状況
備考

必修 選択 自由 計（Ａ） 必修 選択 自由 計

72

[　　-　　] [　-　　] [　-　　]

3 69 0 72 3 69 0
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入して
　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。
　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して
　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、
　　　　学生への周知方法、今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

0

21

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。
　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように
　　　　留意してください。

　　　　ください。
　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

（４） 廃止科目

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」として記入してください。

廃止の理由，代替措置の有無

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

（３） 未開講科目

未開講の理由，代替措置の有無

％
未開講科目（３）と廃止科目（４）の計

設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）
＝

　　　　ください。

該当なし

＝ 0
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備考

大学全体

大学全体

修学環境を改善するため、必要に
応じて図書等の購入、除籍を行っ

たもの（２）

誤記（２）

【教員１人当り研究
費等】
・学部と不可分のた
め、学部も含めて計
上しており、左記に
加えて、大学院の指
導学生１人につき、
下記の金額が加算さ
れる。
○非実験系：50千円
○実験系　：200千円

【図書購入費】
・学部と不可分のた
め、総額を記載。ま
た、図書購入費に
は、電子ジャーナ
ル・データベースの
整備費（運用コスト
を含む。）を含む。

【共同研究費等】
・学部と不可分のた
め、総額を記載。

【設備購入費】
・学部と不可分のた
め、総額を記載。

上段：県内

下段：県外

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、黒字で記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては、変更部分を赤字で見え消し修正するとともに、

　　　　その理由及び報告年度「（２）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は、その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　－㎡

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお、「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を、その他の

そ　の　他

合　　　計

　13,810㎡

(８)

(６) 図　　書　　館

新設学部等
の名称

教員１人当り研究費等

6,712㎡

53,546㎡

　－㎡ 　－㎡

(７) 体　　育　　館

開設前年度 完成年度

500,000

175,045㎡

　－㎡ 　13,810㎡

49室

実験実習室

33室

完成年度

670 677

（ 67〔64〕）63
 18,305
（18,583）

(1790)

収 納 可 能 冊 数

19,099 1,790 1

(1790) ( 1 )
 18,305
（18,583）

点

　

図
書
・
設
備

(５)

計

1,122〔536〕　

種

地域創生研究科
地域社会マネジ
メント専攻
情報工学専攻
人間健康科学専
攻

538,964
〔126,419〕

講　義　室

43室
(３) 教　　室　　等

演　習　室

(４) 専任教員研究室

53,546㎡ 　－㎡

538,964
〔126,419〕

図　　書 学術雑誌

〔うち外国書〕

〔うち外国書〕

機械・器具 標　　本
〔うち外国書〕

67〔64〕 19,099
1790

（シ校：
1615）

1
（シ校：1）

67〔64〕　

   1,151（1,122〔536〕）

　－㎡

○○学部　○○学科
（例） １６
 　　　 １５

室

地域創生研究科 地域社会マネジメント専攻 56 室

地域創生研究科 情報工学専攻

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

経費
の見
積り

学生納付金以外の維持方法の概要 長崎県からの運営費交付金を充当

区　　　　分 開設年度

共 同 研 究 費 等
93,688千円
57,448千円

93,688千円
57,448千円

121,615千円
120,000千円

第６年次

232,599千円
102,568千円

121,615千円
120,000千円

75,227千円 75,227千円

開設年度区　　分

－　千円 －　千円 －　千円 －　千円

面積

83,387千円
75,227千円

－　千円 －　千円

1,030千円
568千円

設備購入費

図書購入費

－　千円

1,030千円
568千円

面　　　　　積 閲 覧 座 席 数

521,304(526,178
〔124,413〕)123,72

8
   1,151（1,122〔536〕） （ 67〔64〕）63

点

テニスコート（14面）

体育館以外のスポーツ施設の概要

点

4,827㎡
武道館 弓道場

729千円
742千円

536千円

区　　　　　分

175,045㎡

－　千円

内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

専　　　用

学生１人当
り

納付金

第１年次 第２年次 第３年次

906千円
919千円

536千円

第４年次 第５年次

521,304(526,178
〔124,413〕)123,72

8

188,855㎡

語学学習施設

（補助職員　1人）

4室

情報処理学習施設

9室

（補助職員　2人）

(  1)

　－㎡

電子ジャーナル

26　28

視聴覚資料

３　施設・設備の整備状況，経費

（例）
令和２年４月
専任教授２名を新規
採用のため（２）

　－㎡ 49,570㎡

（　　50,235㎡）

188,855㎡ 　－㎡

計

49,570㎡ 　－㎡

（　　　　－㎡） （　　　　－㎡）

校
　
　
地
　
　
等

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

運動場用地

小　　　計

18 室

(１) 区　　 分

校 舎 敷 地

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少、建築計画の遅延）がある場合には、「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

　－㎡ 　－㎡ 　121,499㎡　121,499㎡

（　　50,235㎡）

(２) 校　　　　　舎

　　　・　「(５)図書・設備」については、上段に完成年度の予定数値を、下段には令和２年５月１日現在の数値を記入してください。

大学全体

（注）・　設置時の計画を、申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合、　　　　

新設学部等の名称 室　　　　　　数

地域創生研究科 人間健康科学専攻 室

冊

1,122〔536〕
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４．既設大学等の状況

大 学 の 名 称 備　　考

年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度 年度

人

　経済学部 人
長崎県佐世保市
川下町123番地

　　経済学科 4 ― ― ― 学士
（経済学） ― ― ― 平成20年度 ※平成28年4月学生募集停止

　　地域政策学科 4 ― ― ― 学士
（地域政策学） ― ― ― 平成20年度 ※平成28年4月学生募集停止

　　流通・経営学科 4 ― ― ―
学士

（流通・経営
学）

― ― ― 平成20年度 ※平成28年4月学生募集停止

　経営学部

　　経営学科 4 140 ― 560 学士
（経営学） 1.05 1.05 ― 平成28年度

　　国際経営学科 4 60 ― 240 学士
（経営学） 1.04 1.00 ― 平成28年度

　地域創造学部

　　公共政策学科 4 120 ― 480 学士
（公共政策学） 1.02 1.05 ― 平成28年度

　　実践経済学科 4 130 ― 520 学士
（経済学） 1.02 1.00 ― 平成28年度

　経済学研究科

　　産業経済・経済開発専攻 2 ― ― ― 修士
（経済学） ― ― ― 平成20年度 ※令和2年4月学生募集停止

　地域創生研究科 長崎県佐世保市
川下町123番地

　地域社会マネジメント専攻 2 15 ― 30

修士
（経営学・経済
学・メディア社
会学・文化振興

学）

1.26 1.26 令和2年度

　国際情報学部 長崎県西彼杵郡

　　国際交流学科 4 ― ― ― 学士
（国際交流学） ― ― ― 平成20年度 長与町まなび野 ※平成28年4月学生募集停止

　　情報メディア学科 4 ― ― ― 学士
（情報ﾒﾃﾞｨｱ学） ― ― ― 平成20年度 １丁目１番１ ※平成28年4月学生募集停止

　国際社会学部

　　国際社会学科 4 60 ― 240 学士
（国際社会学） 1.08 1.06 ― 平成28年度

　情報システム学部

　　情報システム学科 4 40 ― 160 学士
（情報ｼｽﾃﾑ学） 1.09 1.05 ― 平成28年度

　　情報セキュリティ学科 4 40 ― 160 学士
（情報ｾｷｭﾘﾃｨ学） 1.09 1.12 ― 平成28年度

　看護栄養学部

　　看護学科 4 60 ― 240 学士
（看護学） 1.04 1.00 ― 平成20年度

　　栄養健康学科 4 40 ― 160 学士
（栄養健康学） 1.04 1.00 ― 平成20年度

　国際情報学研究科

　　国際交流学専攻 2 ― ― ― 修士
（国際交流学） ― ― ― 平成20年度 ※令和2年4月学生募集停止

　　情報メディア学専攻 2 ― ― ― 修士
（情報ﾒﾃﾞｨｱ学） ― ― ― 平成20年度 ※令和2年4月学生募集停止

　人間健康科学研究科

　　看護学専攻 2 ― ― ― 修士
（看護学） ― ― ― 平成20年度 ※令和2年4月学生募集停止

　　栄養科学専攻
　　（博士前期課程）

2 ― ― ― 修士
（栄養学） ― ― ― 平成20年度 ※令和2年4月学生募集停止

　人間健康科学研究科

　　栄養科学専攻
　　（博士後期課程）

3 3 ― 9 博士
（栄養学） 0.22 0.33 ― 平成20年度

　地域創生研究科

　　情報工学専攻 2 10 ― 20 修士
（情報工学） 0.7 0.7 令和2年度

　人間健康科学専攻 2 12 ― 24
修士

（看護学・公衆
衛生看護学・栄

養学）

1.08 1.08 令和2年度

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び

　　　　高等専門学校についてそれぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。

　　　　（専攻科及び別科を除く）。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　・本年度ＡＣ対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和２年度）から起算した修業年限に相当する期間の

　　　　入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を

　　　　記入してください。

　長崎県立大学

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

平均入学
定員

超過率

令和2年度
入学定員
超過率

学位又
は称号

開設
年度

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

所　在　地

長崎県西彼杵郡長
与町まなび野１丁
目１番１
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【認可時又は届出時】 【令和２年度】

社会課題特論
現代政治経済社会特論

社会課題特論
現代政治経済社会特論

専 教授

石田　和彦
（63）

＜令和２年４月＞
M.Sc.in Economics（英国）

専
教授

三戸　浩
（66）

＜令和２年４月＞
経済学修士

経営情報特論
特別研究

村上　則夫
（63）

＜令和２年４月＞
商学修士

マネジメント・リーダーシップ特論

ビジネス・マネジメント特論

特別研究

特定課題研究

担当授業科目名

専 教授

専
教授

専 教授

専 教授

専 教授

５　教員組織の状況

＜地域創生研究科　地域社会マネジメント専攻＞

（１）ー① 担当教員表

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼任　

三戸　浩
（66）

＜令和２年４月＞
経済学修士

専 教授

村上　則夫
（63）

＜令和２年４月＞
商学修士

経営情報特論
特別研究

石田　和彦
（63）

＜令和２年４月＞
M.Sc.in Economics（英国）

マネジメント・リーダーシップ特論

代田　義勝
（61）

＜令和２年４月＞
経営学修士

マネジメント・リーダーシップ特論

ヒューマン・リソース・マネジメント特論

特定課題研究

マネジメント・リーダーシップ特論

ヒューマン・リソース・マネジメント特論

特定課題研究

専 教授

代田　義勝
（61）

＜令和２年４月＞
経営学修士

専 教授

鴻上　喜芳
（63）

＜令和２年４月＞
経済学士

リスクマネジメント特論
特別研究
特定課題研究

リスクマネジメント特論
特別研究
特定課題研究

専 教授

鴻上　喜芳
（63）

＜令和２年４月＞
経済学士

岩重　聡美
（58）

＜令和２年４月＞
Dr.in International Affairs

（韓国）
商学修士

流通システム特論

特別研究

流通システム特論

特別研究

専 教授

岩重　聡美
（58）

＜令和２年４月＞
Dr.in International Affairs

（韓国）
商学修士

ビジネス・マネジメント特論

特別研究

特定課題研究
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担当授業科目名

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼任　

専 教授

谷澤　毅
（58）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

流通・マーケティング史特論
経済史特論
特別研究

流通・マーケティング史特論
経済史特論
特別研究

専 教授

谷澤　毅
（58）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

専 教授

山本　裕
（57）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

国際・地域物流特論
特定課題研究
特別研究

国際・地域物流特論
特定課題研究
特別研究

専 教授

山本　裕
（57）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

専 教授

宮地　晃輔
（54）

＜令和２年４月＞
博士（芸術工学）、修士（経済学）

地域事業継承・後継者育成特論

会計学特論

管理会計特論

特別研究

特定課題研究

専 教授

宮地　晃輔
（54）

＜令和２年４月＞
博士（芸術工学）、修士（経済学）

専 教授

矢野　生子
（53）

＜令和２年４月＞
修士（経済学）

国際経済特論
特別研究

国際経済特論
特別研究

専 教授

矢野　生子
（53）

＜令和２年４月＞
修士（経済学）

地域事業継承・後継者育成特論

会計学特論

管理会計特論

特別研究

特定課題研究
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担当授業科目名

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼任　

専 教授

髙橋　秀至
（52）

＜令和２年４月＞
修士（商学）、修士（経済学）

企業税法特論
租税法特論
特別研究

企業税法特論
租税法特論
特別研究

専 教授

髙橋　秀至
（52）

＜令和２年４月＞
修士（商学）、修士（経済学）

専 教授

神保　充弘
（51）

＜令和２年４月＞
修士（商学）

流通・マーケティング史特論

特別研究

流通・マーケティング史特論

特別研究

専 教授

神保　充弘
（51）

＜令和２年４月＞
修士（商学）

専 教授

古河　幹夫
（66）

＜令和２年４月＞
経済学修士

経済政策特論
特別研究

経済政策特論
特別研究

専 教授

古河　幹夫
（66）

＜令和２年４月＞
経済学修士

専 教授

後藤　正之
（62）

＜令和２年４月＞
経済学士

地域振興特論
経済統計特論

地域振興特論
経済統計特論

専 教授

後藤　正之
（62）

＜令和２年４月＞
経済学士

専 教授

西岡　誠治
（60）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

公共政策特論
特別研究

公共政策特論
特別研究

専 教授

西岡　誠治
（60）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

専 教授

鳥丸　聡
（60）

＜令和２年４月＞
経済工学士

地域振興特論
地域経済分析特論
特別研究

地域振興特論
地域経済分析特論
特別研究

専 教授

鳥丸　聡
（60）

＜令和２年４月＞
経済工学士
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担当授業科目名

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼任　

専 教授

綱　辰幸
（55）

＜令和２年４月＞
経済学修士

地域振興特論
財政学特論
特別研究

地域振興特論
財政学特論
特別研究

専 教授

綱　辰幸
（55）

＜令和２年４月＞
経済学修士

専 教授

車　相龍
（46）

＜令和２年４月＞
博士（比較社会文化）

地域振興特論
地域計画特論
特別研究

地域振興特論
地域計画特論
特別研究

専 教授

車　相龍
（46）

＜令和２年４月＞
博士（比較社会文化）

専 教授

笠原　敏彦
（60）

＜令和２年４月＞
文学士

国際メディア特論
比較社会特論
特別研究

国際メディア特論
比較社会特論
特別研究

専 教授

笠原　敏彦
（60）

＜令和２年４月＞
文学士

専 教授

祁　建民
（59）

＜令和２年４月＞
博士（学術）

历史学博士（中国）

社会課題特論
比較社会特論
特別研究

社会課題特論
比較社会特論
特別研究

専 教授

祁　建民
（59）

＜令和２年４月＞
博士（学術）

历史学博士（中国）

専 教授

森田　均
（59）

＜令和２年４月＞
博士（工学）、文学修士

社会課題特論
ネットワーク社会特論
特別研究

社会課題特論
ネットワーク社会特論
特別研究

専 教授

森田　均
（59）

＜令和２年４月＞
博士（工学）、文学修士

専 教授

井上　佳子
（59）

＜令和２年４月＞
教育学士

現代社会特論 現代社会特論

専 教授

井上　佳子
（59）

＜令和２年４月＞
教育学士
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担当授業科目名

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼任　

専 教授

山本　周
（58）

＜令和２年４月＞
文学博士（中国）

日中文化社会特論
特別研究

日中文化社会特論
特別研究

専 教授

山本　周
（58）

＜令和２年４月＞
文学博士（中国）

専 教授

鈴木　暁彦
（57）

＜令和２年４月＞
修士（学術）

社会課題特論
ジャーナリズム特論
特別研究

社会課題特論
ジャーナリズム特論
特別研究

専 教授

鈴木　暁彦
（57）

＜令和２年４月＞
修士（学術）

専 教授

荻野　晃
（53）

＜令和２年４月＞
博士（法学）

地域振興特論
社会課題特論
国際関係特論
特別研究

地域振興特論
社会課題特論
国際関係特論
特別研究

専 教授

荻野　晃
（53）

＜令和２年４月＞
博士（法学）

専 教授

李　炯喆
（67）

＜令和２年４月＞
法学博士

地域振興特論
社会課題特論
国境離島史特論
特別研究

地域振興特論
社会課題特論
国境離島史特論
特別研究

専 教授

李　炯喆
（67）

＜令和２年４月＞
法学博士

専 教授

竹部　隆昌
（61）

＜令和２年４月＞
文学修士

宗教文化特論
特別研究

宗教文化特論
特別研究

専 教授

竹部　隆昌
（61）

＜令和２年４月＞
文学修士

専 教授

下野　孝文
（61）

＜令和２年４月＞
文学修士

地域・離島文化特論
宗教文化特論
特別研究

地域・離島文化特論
宗教文化特論
特別研究

専 教授

下野　孝文
（61）

＜令和２年４月＞
文学修士
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担当授業科目名

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼任　

専 教授

関谷　融
（60）

＜令和２年４月＞
教育学修士

社会課題特論
離島教育支援特論
特別研究

社会課題特論
離島教育支援特論
特別研究

専 教授

関谷　融
（60）

＜令和２年４月＞
教育学修士

専 教授

松尾　晋一
（46）

＜令和２年４月＞
博士（比較社会文化）

修士（文学）

地域・離島文化特論
国境離島史特論
特別研究

地域・離島文化特論
国境離島史特論
特別研究

専 教授

松尾　晋一
（46）

＜令和２年４月＞
博士（比較社会文化）

修士（文学）

専
准教
授

新川　本
（63）

＜令和２年４月＞
経済学修士

長崎と九州の企業特論 長崎と九州の企業特論

専
准教
授

新川　本
（63）

＜令和２年４月＞
経済学修士

専
准教
授

津久井　稲緒
（63）

＜令和２年４月＞
博士（経営学）

ＣＳＲ特論
特別研究
特定課題研究

ＣＳＲ特論
特別研究
特定課題研究

専
准教
授

津久井　稲緒
（63）

＜令和２年４月＞
博士（経営学）

専
准教
授

四本　雅人
（63）

＜令和２年４月＞
修士（経営学）

マネジメント・リーダーシップ特論
経営管理特論

マネジメント・リーダーシップ特論
経営管理特論

専
准教
授

四本　雅人
（63）

＜令和２年４月＞
修士（経営学）

専 教授

江崎　康弘
（64）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

国際経営特論 国際経営特論

専
准教
授

齋藤　毅
（43）

＜令和２年４月＞
博士（産業関係学）
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担当授業科目名

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼任　

専
准教
授

大田　謙一郎
（36）

＜令和２年４月＞
博士（商学）

マーケティング戦略特論 マーケティング戦略特論

専
准教
授

大田　謙一郎
（36）

＜令和２年４月＞
博士（商学）

専
准教
授

有馬　弥重
（49）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

経済学特論 経済学特論

専
准教
授

有馬　弥重
（49）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

専
准教
授

尹　清洙
（49）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

計量経済学特論 計量経済学特論

専
准教
授

尹　清洙
（49）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

専
准教
授

吉本　諭
（49）

＜令和２年４月＞
博士（農学）

地域振興特論 地域振興特論

専
准教
授

吉本　諭
（49）

＜令和２年４月＞
博士（農学）

専
准教
授

植野　貴之
（45）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

経済統計特論 経済統計特論

専
准教
授

植野　貴之
（45）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

専
准教
授

田村　善弘
（40）

＜令和２年４月＞
博士（農学）、修士（経済学）

農業経済特論
地域食文化特論
現代政治経済社会特論

農業経済特論
地域食文化特論
特別研究

専
准教
授

田村　善弘
（40）

＜令和２年４月＞
博士（農学）、修士（経済学）
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担当授業科目名

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼任　

専
准教
授

金村　公一
（63）

＜令和２年４月＞
修士（学術）

地域振興特論
コンテンツ文化特論
特別研究

地域振興特論
コンテンツ文化特論
特別研究

専
准教
授

金村　公一
（63）

＜令和２年４月＞
修士（学術）

専
准教
授

山田　健太郎
（61）

＜令和２年４月＞
教育学修士

日英比較文化特論

特別研究

日英比較文化特論

特別研究

専
准教
授

山田　健太郎
（61）

＜令和２年４月＞
教育学修士

専
准教
授

柳田　多聞
（57）

＜令和２年４月＞
文学修士

マネジメント・リーダーシップ特論
メディアコミュニケーション特論

マネジメント・リーダーシップ特論
メディアコミュニケーション特論

専
准教
授

柳田　多聞
（57）

＜令和２年４月＞
文学修士

専
准教
授

吉光　正絵
（51）

＜令和２年４月＞
修士（文学）

社会課題特論
文化社会学特論
特別研究

社会課題特論
文化社会学特論
特別研究

専
准教
授

吉光　正絵
（51）

＜令和２年４月＞
修士（文学）

専 教授

唐津　理恵
（47）

＜令和２年４月＞
Ph.D.in　Cultural　Studies

（ｲｷﾞﾘｽ）
M.Sc.in　Comparative　and　International

Education
（ｲｷﾞﾘｽ）

M.A.in　Children　Literature　Studies
（ｲｷﾞﾘｽ）

日英比較文化特論
特別研究

日英比較文化特論
特別研究

専
准教
授

唐津　理恵
（47）

＜令和２年４月＞
Ph.D.in　Cultural　Studies

（ｲｷﾞﾘｽ）
M.Sc.in　Comparative　and　International

Education
（ｲｷﾞﾘｽ）

M.A.in　Children　Literature　Studies
（ｲｷﾞﾘｽ）
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担当授業科目名

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼任　

専 講師

馬場　晋一
（45）

＜令和２年４月＞
博士（経営管理学）

専 講師

馬場　晋一
（45）

＜令和２年４月＞
博士（経営管理学）

コーポレート・ファイナンス特論 コーポレート・ファイナンス特論

離島社会情報特論
離島経済ネットワーク特論
特別研究

専
准教
授

福島　涼史
（42）

＜令和２年４月＞
博士（人間・環境学）

博士（法学） 専
准教
授

福島　涼史
（42）

＜令和２年４月＞
博士（人間・環境学）

博士（法学）

国際法特論
特別研究

国際法特論
特別研究

専
准教
授

小原　篤次
（58）

＜令和２年４月＞
M.A.in

Philippine
Studies

(ﾌｨﾘﾋﾟﾝ）

社会課題特論
地域情報経済特論
特別研究

社会課題特論
地域情報経済特論
特別研究

専
准教
授

河又　貴洋
（57）

＜令和２年４月＞
経済学修士

専
准教
授

河又　貴洋
（57）

＜令和２年４月＞
経済学修士

離島社会情報特論
離島経済ネットワーク特論
特別研究

准教
授

賈　曦
（44）

＜令和２年４月＞
博士（新文学）

社会課題特論 社会課題特論

専
准教
授

小原　篤次
（58）

＜令和２年４月＞
M.A.in

Philippine
Studies

(ﾌｨﾘﾋﾟﾝ）

専専
准教
授

賈　曦
（44）

＜令和２年４月＞
博士（新文学）
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担当授業科目名

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼任　

専 講師

寺床　幸雄
（34）

＜令和２年４月＞
博士（文学）

農村社会文化持続特論 農村社会文化持続特論

専 講師

石田　聖
（37）

＜令和２年４月＞
博士（公共政策学）

専 講師

石田　聖
（37）

＜令和２年４月＞
博士（公共政策学）

地域振興特論
市民参加特論

地域振興特論
市民参加特論

専 講師

芳賀　晋隆
（45）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

専 講師

芳賀　晋隆
（45）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

地域振興特論
地域環境政策特論

地域振興特論
地域環境政策特論

専 講師

中村　貴治
（33）

＜令和２年４月＞
修士（経営学）

専 講師

中村　貴治
（33）

＜令和２年４月＞
修士（経営学）

マネジメント・リーダーシップ特論
地域マネジメント特論

マネジメント・リーダーシップ特論
地域マネジメント特論

専 講師

板垣　太郎
（41）

＜令和２年４月＞
博士（法学）

専 講師

板垣　太郎
（41）

＜令和２年４月＞
博士（法学）

会社法特論 会社法特論

専 講師

伊藤　康貴
（35）

＜令和２年４月＞
博士（社会学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

専 講師

伊藤　康貴
（35）

＜令和２年４月＞
博士（社会学）

専 講師

寺床　幸雄
（34）

＜令和２年４月＞
博士（文学）
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担当授業科目名

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼任　

兼担 教授

大塚　一徳
（57）

＜令和２年４月＞
博士（心理学）

兼担 教授

大塚　一徳
（57）

＜令和２年４月＞
博士（心理学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

兼担 教授

河口　朝子
（62）

＜令和２年４月＞
博士（看護学）

兼担 教授

河口　朝子
（62）

＜令和２年４月＞
博士（看護学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

兼担 教授

山口　文彦
（49）

＜令和２年４月＞
博士(工学）

兼担 教授

山口　文彦
（49）

＜令和２年４月＞
博士(工学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

兼担 教授

有田　大作
（51）

＜令和２年４月＞
博士(工学）

兼担 教授

有田　大作
（51）

＜令和２年４月＞
博士(工学）

地域振興特論 地域振興特論

兼担 教授

穴田　啓晃
（47）

＜令和２年４月＞
博士（情報学）

兼担 教授

穴田　啓晃
（47）

＜令和２年４月＞
博士（情報学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

兼担 教授

小松　文子
（61）

＜令和２年４月＞
博士（情報学）

兼担 教授

小松　文子
（61）

＜令和２年４月＞
博士（情報学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論
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担当授業科目名

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼任　

兼任 講師

林　　徹
（55）

＜令和２年４月＞
経営学修士

兼任 講師

林　　徹
（55）

＜令和２年４月＞
経営学修士

経営組織特論 経営組織特論

兼担 講師

石見　百江
（45）

＜令和２年４月＞
博士（獣医学）

修士（人間生活学） 兼担 講師

石見　百江
（45）

＜令和２年４月＞
博士（獣医学）

修士（人間生活学）

地域食文化特論 地域食文化特論

兼担 教授

中尾　八重子
（63）

＜令和２年４月＞
博士（アドミニストレーション）

兼担 教授

中尾　八重子
（63）

＜令和２年４月＞
博士（アドミニストレーション）

地域振興特論 地域振興特論

22



担当授業科目名

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼任　

兼任 講師

朝浦　幸男
（63）

＜令和２年４月＞
法学士

兼任 講師

朝浦　幸男
（63）

＜令和２年４月＞
法学士

地域福祉特論 地域福祉特論

兼任 講師

朝日　亮太
（34）

＜令和２年４月＞
博士（商学）

兼任 講師

朝日　亮太
（34）

＜令和２年４月＞
博士（商学）

地域振興特論
交通経済特論

地域振興特論
交通経済特論

兼任 講師

中西　一
（53）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

兼任 講師

中西　一
（53）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

政策評価特論 政策評価特論

経営戦略特論

専
准教
授

坂根　純輝
（34）

＜令和２年４月＞
博士（経営学）

財務会計特論 財務会計特論

兼任 講師

田代　智治
（41）

＜令和２年４月＞
経営学修士（専門職）

専 講師

田代　智治
（41）

＜令和２年４月＞
経営学修士（専門職）

経営戦略特論

兼任 講師

立花　茂生
（30）

＜令和２年４月＞
学士（法学）

専
准教
授

立花　茂生
（30）

＜令和２年４月＞
学士（法学）

地方行政法特論 地方行政法特論

兼任 講師

坂根　純輝
（34）

＜令和２年４月＞
博士（経営学）
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担当授業科目名

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼任　

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　認可申請書又は設置届出書の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の教員全て（兼任，兼担教員を含む。）を黒字で記入してください。
　　　　その上で，認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。
　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教員名簿」を確認してください。

　　　・　年齢は，それぞれの年度の５月１日時点の満年齢を記入してください。

　　　・　専任（専門職大学等は専、実専、実（研）、実み）、兼担、兼任の順に記入してください。

　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除し、詰めてください。

兼任 講師

勢一　智子
（63）

＜令和２年４月＞
修士（法学）

兼任 講師

勢一　智子
（63）

＜令和２年４月＞
修士（法学）

地域振興関係法規特論 地域振興関係法規特論

兼任 講師

井上　禎男
（48）

＜令和２年４月＞
修士（法学）

兼任 講師

井上　禎男
（48）

＜令和２年４月＞
修士（法学）

地方自治法特論 地方自治法特論

兼任 講師

松井　圭介
（56）

＜令和２年４月＞
博士（理学）

兼任 講師

松井　圭介
（56）

＜令和２年４月＞
博士（理学）

離島文化ツーリズム開発特論 離島文化ツーリズム開発特論

兼任 講師

菊森　淳文
（65）

＜令和２年４月＞
博士（学術）

兼任 講師

菊森　淳文
（65）

＜令和２年４月＞
博士（学術）

離島経済文化振興特論 離島経済文化振興特論

兼任 講師

加藤　久雄
（60）

＜令和２年４月＞
修士(理学）

兼任 講師

加藤　久雄
（60）

＜令和２年４月＞
修士(理学）

地域・離島文化特論 地域・離島文化特論

兼任 講師

杉山　あかし
（60）

＜令和２年４月＞
社会学修士

兼任 講師

杉山　あかし
（60）

＜令和２年４月＞
社会学修士

メディア社会学特論 メディア社会学特論
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（１）ー②担当教員表に関する変更内容

　　　　 　　　　

（注）・  変更内容を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除してください。

　　　　なお、設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は、「教員審査省略」と記入してください。

【令和２年度】

・齋藤准教授就任辞退により、江崎教授に変更。
・唐津准教授昇任により教授に変更。
・田代講師を兼任より専任に変更。
・坂根准教授を兼任より専任に変更。
・立花准教授を兼任より専任に変更。

　　　　 　　　　

　　　・　認可で設置された学部等の専任教員を変更する場合は、当該専任教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画変更書」を提出し、

　　　　大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（ＡＣ教員審査）を受けてください。ＡＣ教員審査を受けずに専任教員として授業等を担当することは出来ません。

　　　・　「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」と記入してください。

25



（注）・　大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件（平成十一年九月十四日文部省告示第百七十五号）により

　　　　算出される教員数を記入してください。

（注）・「設置時の計画」には、設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに、（　）内に開設時の状況を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の状況」には、報告年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の状況」には、「現在（報告時）の状況」に記入した数字に、教員審査を受審済みであり、

　　　　完成年度までに就任する教員数を加えた数を記入するとともに、［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の計画」には、予定されている完成年度時の人数を記入するとともに、

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　　　・専門職大学院の場合は、「研究指導教員」を「研究者教員」と、「研究指導補助教員」を「実務家教員」と修正して記入してください。

（注）・「年齢構成」には、当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません）、

　　　　及び、報告年度の５月１日現在、定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数及び完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。

　　　・なお、職位等によって定年年齢が異なる場合には、職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入

　　　　し、「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ） =
設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

報告時の教員のうち、定年を延長して採用している教員数
現在（報告時）の状況（Ｂ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ'）
設置時の計画（Ａ'）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

研究指導教員
数

［　△3　］ ［　　-　　］［　　-　　］ ［　△3　］

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

　（２）－④　設置時の計画に対する教員充足率

59
= ％

56

講　師 助　教
助手

（Ｃ'）
教　授 准教授

8 0 -

［ - ］ ［ 1　］ ［　- ］

0 - 32

36 - 18 36 -

65 0

歳 名

　（２）－③　年齢構成

定年規定の定める
定年年齢（歳）

報告時（上記
（Ｂ））の教員の
うち、定年を延長
して採用している

教員数

教　授 准教授

19

［　2　］ ［ - ］ ［ 1　］ ［　- ］ ［　-　］ ［　2　］ ［　-　］

32 19 8

18

［　　-　　］［　　-　　］

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

36 ― 20
36 - 18

(36) － (20)

（２） 専任教員数等

　（２）－①　設置基準上の必要専任教員数

完成年度時における
設置基準上の必要研

究指導教員数

うち、完成年度時に
おける設置基準上の

必要教授数

　（２）－②　専任教員等数【大学院】

設　置　時　の　計　画 現在（報告時）の状況

4 3

名 名

完成年度時における
設置基準上の必要研
究指導補助教員数

4

名

年齢構成

完成年度時（上記
（Ｃ））の教員う
ち、定年を延長し
て採用する教員数

0

名

准教授 講　師 助　教
助手

（Ｂ'）
教　授 准教授 講　師 助　教

助手
（Ａ'）

教　授
計

（Ａ）

(30) （19） （7） （－） （－）

8 -

計
（Ｃ）

59

［　3　］

計
（Ｂ）

59

計
（Ｄ）

59

［　3　］

-

講　師 助　教
助手

（Ｄ'）

現在（報告時）の完成年度時の状況 現在（報告時）の完成年度時の計画

30 19 7 － －
32 19

56

（56）

　（２）－⑥　設置時の計画に対する助手充足率

=
-

= #VALUE! ％
－

105.35

0

　（２）－⑤　現在（報告時）の状況における定年を延長している教員構成率

=
0

= ％
59
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時期

R02.03

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

　（３）－③　上記（３）－①　・　（３）－②　の合計

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（３）－③合計（Ｄ）+（Ｆ）
（２）－②設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　（３）－④　設置時の計画に対する教員辞任率

= = 1.78 ％
1
56

自由 0 科目 自由 0 自由 0

選択 1

0

科目

後任補充状況

科目

科目

0 科目 計

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）

必修

　（３）－②　専任教員辞任の理由及び後任補充状況

自由

人
科目

1

0

　　　・　「就任辞退（未就任）」とは、認可又は届出時に就任予定としながら、実際には就任しなかった教員のことです。

　　　　　就任した後に辞任した教員は、以下「（３）－②専任教員辞任の理由及び後任補充状況」に記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

自由自由

計 計計 0

1

該当なし

番　号

（３） 専任教員辞任等の理由

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

計

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）就任を辞退した教員数

1

0

0

0

番　号

①の合計数（a）

専任教員氏名

②の合計数（b）

0

1 0

必修・選択・自由の別 辞任等の理由担当予定科目

0

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

③の合計数（c）

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

0

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）

辞任した教員数

1 人

必修 0 科目 必修

計

0 選択

必修

科目 選択 0

③の合計数（c）

該当なし 人

計

①の合計数（a） ②の合計数（b）

合計（Ｆ） 後任補充状況の集計（Ｇ）

①の合計数（a） ②の合計数（b）

後任補充状況の集計（Ｅ）＋（Ｇ）

選択 選択

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

0 計

必修

計 0

自由

選択

合計（Ｄ）＋（Ｆ）

辞任等した教員数

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

　　　　　に辞任理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

（注）・　一度就任した後に、定年による退職以外の理由で辞任した全ての専任教員についてに記入してください。

0

1 選択

必修

0

自由 0

計 1 科目 計 1 計 0

職　位 専任教員氏名

国際経営特論

必修・選択・自由の別

①

　（３）－①　専任教員の就任辞退（未就任）の理由及び後任補充状況

選択

後任補充状況 就任辞退（未就任）の理由

R02.03他大学への転出のため就任辞退（2）

担当予定科目

准教授 齋藤　毅１

自由

必修

選択

自由

科目 必修

1 0

0必修必修 0 科目

選択 科目

（注）・　認可時又は届出時以降、就任を辞退した全ての専任教員の就任辞退の理由を具体的に記入してください。

　　　　　「就任辞退（未就任）の理由」に就任辞退の理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

③の合計数（c）

合計（Ｄ） 後任補充状況の集計（Ｅ）

職　位

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに就任を辞退した場合、赤字にて記入するとともに、

選択

必修 0

選択

必修

選択

自由自由 0
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科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　　今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

科目 自由 自由

必修 必修

選択 科目 選択
人

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

計 0

（注）・　定年により退職した全ての専任教員についてに記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

　　　　　に辞任理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

該当なし
自由

計 0 科目 計 0 計 0

選択 選択

自由

必修 科目 必修

合計 後任補充状況の集計

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

該当なし

　（３）－⑤　定年により退職した専任教員に対する後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 辞任等の理由

・就任辞退した専任教員（齋藤毅）が担当していた授業科目は、後任の専任教員が担当するため、学生の履修等に影響はない。なお、学生
への周知は学生便覧、シラバス等に掲載する形で行っている。（２）

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する大学の所見、学生への周知方法、
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

該当なし

（令和2年）

留意事項 履行中

履　行　状　況

６　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は

　　　　具体的に記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を

　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。

　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。

　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。

　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況、今後の見通しなど

該当なし 該当なし

　　評価結果を公表している。公表した各教員の参考になる取組み事例を活用した授業について、教育開発センターで

　　集約し、学内システムにアップロードしており、組織的な授業改善に役立てている。

　　・学習成果測定のための情報収集や研修会への参加により、教育開発センターを中心とした指標の開発を進めている。

　（3）その他教育内容の充実に関すること

　ａ　委員会の設置状況

　　教育開発センターが主体となり企画・運営

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

　　　ア　授業方法等の改善に関すること

　　　イ　全学的なＦＤの企画、実施に関すること

　　　ウ　教育の評価方法の研究・企画及び実施に関すること

　　　エ　現代の大学教育の重要課題に関する情報の収集整理に関すること

　（2）教育に関する研究及び企画に関すること

７　その他全般的事項

＜地域創生研究科　地域社会マネジメント専攻＞

（１） 設置計画変更事項等

①　実施体制

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　　授業評価アンケートの実施

　　ＦＤに関する調査、資料等収集　など

　ａ　実施内容

　　 授業方法の改善等の事業計画の策定

　　全学的なＦＤ研修会の実施

　ｂ　委員会の開催状況

　　今後開催予定（R2.5）

　ｃ　委員会の審議事項等

②　実施状況

　（1）教育内容の充実及び教育方法の改善に関すること

    ・授業評価アンケート結果の分析や各教員の改善事項を踏まえた「点検報告書」の作成　予定

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

      各学期末に実施予定

　ｂ　実施方法

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

    今後開催予定

　　・全学的なＦＤ研修会および学部・学科・研究科単位でのＦＤ研修会の実施

　　・各学期での授業評価アンケートの実施および集約を行い、その結果に基づき各教員より改善状況を点検報告書

　　として報告させている。なお、授業評価結果は、集計結果をホームページで公表するとともに、学内で科目毎の

　ｂ　教員や学生への公開状況、方法等

      集計結果をＨＰで公表するとともに、学内において科目毎の評価結果を公開する。

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）
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　長崎の地域特性を反映した研究（国境離島の歴史や文化振興）、および長崎県の「まち・ひと・しごと創生」を担いうる人
材養成と研究を行うことが本専攻設置の趣旨である。
　そのため、俯瞰的かつ多面的な視点をもち、領域横断的な専門応用力を備え、地域経済と高度ネットワーク社会の実情を把
握し政策立案ができリーダーシップを担える人材の育成に取り組んでいる。

（４） 自己点検・評価等に関する事項

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

（３） 教育課程連携協議会に関する事項

　※専門職大学、専門職短期大学、専門職大学院以外は「該当なし」と記入ください。

該当なし

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

　　・令和3年5月　公表予定

　　　　含めて記入してください。

　　・大学ホームページ上に公開予定（令和3年5月）

③　認証評価を受ける計画

　　・令和2年度に認証評価機関（大学教育質保証・評価センター）の評価を受審する。

≪ａで公表「無」の場合≫

　　　　いて記入してください。

（５） 情報公表に関する事項

　ｂ　公表（予定）時期　〔　調査結果公表後１ヶ月以内　・　公表後２～３ヶ月以内　・　公表後３ヶ月以降　〕

○　設置計画履行状況報告書（令和２年度）

　ｂ　公表方法

　　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を

　ａ　公表予定の有無　　〔　　　有　　　・　　　無　　　〕

≪ａで「有」の場合≫

　ｃ　公表方法　　　　　〔　ウェブサイトへの掲載　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　〕

※設置計画が各大学等が社会に対して着実に実現していく構想を表したものであることに鑑み、

　設置計画履行状況報告書については、各大学等のウェブサイトに公表するなど、積極的な情報提供をお願いします。

　ｄ　公表しない理由　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

31



設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ｲﾅﾅｶﾞ　ｼﾉﾌﾞ）

稲永　忍

(平成28年４月）

（ｷﾑﾗ　ﾂﾄﾑ）

木村　務

（平成31年４月）

（ｵｵﾏｶﾞﾘ　ｶﾂﾋｻ）

大曲　勝久

（令和２年４月）

（ｱﾅﾀﾞ　ﾋﾛｱｷ）

穴田　啓晃

（令和２年４月）

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）令和元年度に報告済の内容　→（元）

　　　　　　令和２年度に報告する内容　→（２）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　　記入してください。

　　　・大学院の場合には、「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

　　　〒８５８－８５８０

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　長崎県公立大学法人

（２） 大　学　名
　　　　長崎県立大学

（３） 調査対象大学等の位置

学　　長

　　　　長崎県佐世保市川下町１２３番地

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合、本部の位置を（　）書きで記入してください。

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には、複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　ください。

（４） 管理運営組織

職　　名

理 事 長

研究科長

専攻長
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（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。
　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は、平成２８年度開設の４年制の学科の完成年度を越えて報告する場合（令和２年度までの５年間）ですが、
　　　　完成年度を越えていない場合は修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が４年以下の場合には欄を削除し、
　　　　５年以上の場合には、欄を設けてください。）

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　に報告書を作成してください。

地域創生研究科

情報工学専攻 2 10 20

修士（情報工学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人 10人 人

7

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) ( － ) (　 　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 1 ] [ 　 ]

7

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) ( － ) (　 　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 1 ] [ 　 ]

7

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) ( － ) (　 　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 1 ] [ 　 ]

7

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) ( － ) (　 　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 1 ] [ 　 ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年度には

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度（令和２年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「開設年度から報告年度までの平均入学定員超過率」は、完成年度を越えて報告書を提出する大学等のみ

　　　　記入してください。完成年度を越えていない場合は「－」を記入してください。

Ｂ　 入学者数

(　　 　)
Ａ　 入学定員

志願者数

受験者数

合格者数

10

(　　 　) (　　 　) (　－　)

[ 　　　 ] [ 　　　 ] [ 　－　 ]

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

人

　　　　（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

（注）・　定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　・　学生募集停止を予定している場合は、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。
　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号

工学関係
年 人 年次 人

編入学定員 収容定員

　　　・　基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

調査対象学部等の
名称（学位） 備　　考

学位又は学科の
分野

設 置 時 の 計 画

修業年限 入学定員

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

令和２年度令和元年度平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

倍 倍

備　　考
平均入学定員

超 過 率

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定
員超過率

0.70

(　　 　)

[ 　　　 ][ 　　　 ]

33



対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

7 －

[　 　] [　 　] [　 　] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [ 1 ] [ － ]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （ - ） -

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　）（　　）（　　）（　　）

　　・令和２年５月１日　公表

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

（　　　　 ）

平成３０年度

（　　　　 ）（　　　　 ） （　　　　 ） （　　　　 ）

平成２８年度 平成２９年度

計

備　　　　　考

[　　　 　] [　　　　 ] [　　　　 ] [　　　　 ][　　　　 ]

４年次

１年次

２年次

３年次

令和２年度

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

令和元年度
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

人 人 平成２８年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成３０年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 人 人
（記入例）
就学意欲の低下（5人）、他の教育機関への転学（2名）
[就職（1人）、除籍（2人）]

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 0 人 0 人

0 人 人 人

（注）・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　各対象年度の在学者数については、対象年度の人数を記入してください。（在学者数から退学者数を減らす必要はありません。）

　　　・　内訳については、退学した学生が入学した年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　　　・　在学者数、退学者数には編入学生や転入学生も含めて記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は、下の項目を参考に記入してください。その際、「就学意欲の低下（○人）」というように、その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　（５）－⑤　調査対象学部等の年度ごとの退学者の割合

【平成２８年度】

平成２８年度の退学者数（ａ） 0
平成２８年度の在学者数（ｂ） 0

【平成２９年度】

平成２９年度の退学者数（ａ） 0
平成２９年度の在学者数（ｂ） 0

【平成３０年度】

平成３０年度の退学者数（ａ） 0
平成３０年度の在学者数（ｂ） 0

【令和元年度】

令和元年度の退学者数（ａ） 0
令和元年度の在学者数（ｂ） 0

【令和２年度】

令和２年度の退学者数（ａ） 0
令和２年度の在学者数（ｂ） 7

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

主な退学理由
（留学生の理由は[　]書き）

内訳

入学した年度
退学者数

うち留学生数

人

　　　区　分

対象年度

在学者数（b） 退学者数（a）

平成２８年度

平成２９年度 人

令和元年度 人 人

平成３０年度 人 人

= = #DIV/0! ％

令和２年度 7 人 0 人

合　　計

= = #DIV/0! ％

= = 0 ％

= = #DIV/0! ％

= = #DIV/0! ％
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【令和２年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

地域振興特論 １①② 2 1 12 地域振興特論 １①② 2 1 12

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１③④ 2 　 3 　 8 １③④ 2 　 3 　 8
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

小計（２科目） - 4 0 0 4 0 0 0 0 20 小計（２科目） - 4 0 0 4 0 0 0 0 20

数理科学特論 １① 2 1 数理科学特論 １① 2 1

情報理論特論 １① 2 1 情報理論特論 １① 2 1

１③ 2 1 １③ 2 1

人工知能特論 １④ 2 1 人工知能特論 １④ 2 1

１② 2 1 １② 2 1

小計（５科目） - 4 6 0 4 1 0 0 0 0 小計（５科目） - 4 6 0 3 2 0 0 0 0

１② 2 1 １② 2 1

量子情報処理特論 １③ 2 1 量子情報処理特論 １③ 2 1

暗号数理特論 １① 2 1 暗号数理特論 １① 2 1

１③ 2 1 １③ 2 1

１④ 2 1 １④ 2 1

小計（５科目） － 0 10 0 4 0 1 0 0 0 小計（５科目） － 0 10 0 4 1 0 0 0 0

空間情報工学特論 １② 2 1 空間情報工学特論 １② 2 1

１③ 2 1 １③ 2 1

１④ 2 1 １④ 2 1

実世界情報処理特論 １② 2 1 実世界情報処理特論 １② 2 1

１③ 2 1 １③ 2 1

数理造形表現特論 １④ 2 1 数理造形表現特論 １④ 2 1

画像計測特論 １④ 2 1 画像計測特論 １④ 2 1

１③ 2 1 １③ 2 1

小計（８科目） － 0 16 0 4 2 2 0 0 0 小計（８科目） － 0 16 0 4 2 2 0 0 0

特別研究 1～2 8 12 3 3 特別研究 1～2 8 11 5 2

小計（１科目） - 8 0 0 12 3 3 0 0 0 小計（１科目） - 8 0 0 11 5 2 0 0 0

－ 16 32 0 12 3 3 0 0 20 － 16 32 0 11 5 2 0 0 20

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・  認可申請書又は設置届出書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。
　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教育課程等の概要」を確認してください。
　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の授業科目全て（兼任、兼担教員が担当する科目を含む。）を
　　　　黒字で記入してください。その上で、各年度については、認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。
　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても科目名の後ろに「（未開講）」として記入してください。
　　　・　１ページ目には認可時又は届出時と報告年度２つの表を記入してください。
　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除してください。
　　　　（２つの表が１ページに表示されるようにしてください。）
　　　・　専門職大学等の場合、「実験、実習又は実技による授業科目」には「【※】」、「臨地実務実習」による授業科目には「【臨】」、
　　　　　「連携実務演習」による授業科目には「【連】」を授業科目の名称の右側に記入してください。

配 当
年 次

視覚メディア工学特論

データセキュリティ特論

科目
区分

研
究
科
共
通
科
目

科目
区分

研
究
科
共
通
科
目

専
攻
共
通
科
目

専
攻
共
通
科
目

単位数 専任教員等の配置

人
間
情
報
科
学
コ
ー

ス

ヒューマンインタフェー
ス特論

２　授業科目の概要

＜地域創生研究科　情報工学専攻専攻＞

【認可時又は届出時】

（１）－① 授業科目表

授業科目の名称
配 当
年 次

単位数

修了要件は、大学院に２年以上在学し、研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以
上、専攻共通科目、所属コース及び他コース専門科目から１４単位以上（所属するコース
の専門科目からは８単位以上必須）、研究指導科目から特別研究８単位の計３２単位以上
を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査に合格した場合に学位を授
与する。
ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げたものについては、大学院に１年以上在
学すれば足りるものとする。

マネジメント・リー
ダーシップ特論

データベース特論

ソフトウェア開発プ
ロセス特論

ソフトウェア開発プ
ロセス特論

情

報

セ

キ

ュ
リ

テ

ィ
コ
ー

ス

情報セキュリティリ
スクマネジメント特

ネットワークセキュ
リティ特論

ヒューマンインタフェー
ス特論

人
間
情
報
科
学
コ
ー

ス

情

報

セ

キ

ュ
リ

テ

ィ
コ
ー

ス

ネットワークセキュ
リティ特論

情報セキュリティリ
スクマネジメント特

データベース特論

マネジメント・リー
ダーシップ特論

データセキュリティ特論

聴覚情報処理特
論

色彩情報特論

聴覚情報処理特
論

色彩情報特論

専
門
科
目

視覚メディア工学特論

専
門
科
目

研究指導科目 研究指導科目

兼
任
・
兼
担

合計（２１科目） 合計（２１科目）

卒業要件及び履修方法 卒業要件及び履修方法

修了要件は、大学院に２年以上在学し、研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以
上、専攻共通科目、所属コース及び他コース専門科目から１４単位以上（所属するコース
の専門科目からは８単位以上必須）、研究指導科目から特別研究８単位の計３２単位以上
を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査に合格した場合に学位を授
与する。
ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げたものについては、大学院に１年以上在
学すれば足りるものとする。

専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

授業科目の名称
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【令和２年度】

（注）・  ２（１）ー① 授業科目表に記入された各年度における変更内容（配当年次の変更、専任教員等の配置の変更、
　　　　授業科目名の変更、新規科目の追加など）を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。
　　　・　変更内容には、授業科目の未開講や廃止については記入しないでください。
　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除してください。

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに、［　］内に、設置時の計画からの増減を
　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

（１）－②授業科目表に関する変更内容

・担当教員の就任辞退及び新規採用による変更
　「情報理論特論」の「教授１」を「准教授１」へ変更
　「量子情報処理特論」の「講師１」を「准教授１」へ変更
　「特別研究」の「教授12」を「教授11」へ、「准教授３」を「准教授５」へ、「講師３」を「講師２」へ変更

　　　　

（２） 授業科目数

　　　　

0

[　　　　]

計（Ａ）

21

[　　　　]

必修 選択
備考

[　　　　]

16

選択 自由

5

自由

5

計

変更状況

16 0 21

設置時の計画

必修
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入して
　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。
　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して
　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、
　　　　学生への周知方法、今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

0

21

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。
　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように
　　　　留意してください。

（４） 廃止科目

（３） 未開講科目

未開講の理由，代替措置の有無

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して
　　　　ください。

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

廃止の理由，代替措置の有無

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」として記入してください。
　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して
　　　　ください。

設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

該当なし

未開講科目（３）と廃止科目（４）の計
＝ ＝ 0 ％
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備考

大学全体

大学全体

修学環境を改善するため、必要に
応じて図書等の購入、除籍を行っ

たもの（２）

誤記（２）

【教員１人当り研究
費等】
・学部と不可分のた
め、学部も含めて計
上しており、左記に
加えて、大学院の指
導学生１人につき、
下記の金額が加算さ
れる。
○非実験系：50千円
○実験系　：200千円

【図書購入費】
・学部と不可分のた
め、総額を記載。ま
た、図書購入費に
は、電子ジャーナ
ル・データベースの
整備費（運用コスト
を含む。）を含む。

【共同研究費等】
・学部と不可分のた
め、総額を記載。

【設備購入費】
・学部と不可分のた
め、総額を記載。

上段：県内

下段：県外

　　　　を併せて提出してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、黒字で記入してください。

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は、その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　・　「(５)図書・設備」については、上段に完成年度の予定数値を、下段には令和２年５月１日現在の数値を記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては、変更部分を赤字で見え消し修正するとともに、

　　　　その理由及び報告年度「（２）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少、建築計画の遅延）がある場合には、「建築等設置計画変更書」

学生納付金以外の維持方法の概要 長崎県からの運営費交付金を充当

（注）・　設置時の計画を、申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合、　　　　

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお、「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を、その他の

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

906千円
919千円

536千円 －　千円 －　千円 －　千円 －　千円

729千円
742千円

536千円 －　千円 －　千円 －　千円 －　千円

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

75,227千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

共 同 研 究 費 等
93,688千円
57,448千円

93,688千円
57,448千円

設備購入費
232,599千円
102,568千円

121,615千円
120,000千円

121,615千円
120,000千円

学生１人当
り

納付金

開設前年度 開設年度 完成年度

(８) 教員１人当り研究費等
1,030千円

568千円
1,030千円

568千円
図書購入費

83,387千円
75,227千円

75,227千円

経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度 完成年度 区　　分

(７) 体　　育　　館

面積 体育館以外のスポーツ施設の概要

4,827㎡
武道館 弓道場

テニスコート（14面）

(６) 図　　書　　館
面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

6,712㎡ 670 677 500,000

1

521,304(526,178
〔124,413〕)123,72

8
   1,151（1,122〔536〕） （ 67〔64〕）63

 18,305
（18,583）

(1790) ( 1 )

計

538,964
〔126,419〕

1,122〔536〕　 67〔64〕　 19,099 1,790

521,304(526,178
〔124,413〕)123,72

8
   1,151（1,122〔536〕） （ 67〔64〕）63

 18,305
（18,583）

(1790) (  1)

点 点 点

地域創生研究科
地域社会マネジ
メント専攻
情報工学専攻
人間健康科学専
攻

538,964
〔126,419〕

1,122〔536〕 67〔64〕 19,099
1790

（シ校：
1615）

1
（シ校：1）

機械・器具 標　　本
(５) 〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

　

新設学部等
の名称

図　　書 学術雑誌
視聴覚資料

図
書
・
設
備

冊 種 〔うち外国書〕

地域創生研究科 情報工学専攻 18 室

地域創生研究科 人間健康科学専攻 26　28 室

(４) 専任教員研究室

新設学部等の名称 室　　　　　　数

（例）
令和２年４月
専任教授２名を新規
採用のため（２）

○○学部　○○学科
（例） １６
 　　　 １５

室

地域創生研究科 地域社会マネジメント専攻 56 室

33室 49室
9室 4室

（補助職員　2人） （補助職員　1人）

（　　　　－㎡） （　　　　－㎡） （　　50,235㎡）

(３) 教　　室　　等

講　義　室 演　習　室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

43室

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

49,570㎡ 　－㎡ 　－㎡ 49,570㎡

（　　50,235㎡）

そ　の　他 　13,810㎡ 　－㎡ 　－㎡ 　13,810㎡

合　　　計 188,855㎡ 　－㎡ 　－㎡ 188,855㎡

　－㎡ 53,546㎡ 大学全体

小　　　計 175,045㎡ 　－㎡ 　－㎡ 175,045㎡

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地 　121,499㎡ 　－㎡ 　－㎡ 　121,499㎡

運動場用地 53,546㎡ 　－㎡

３　施設・設備の整備状況，経費

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計
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４．既設大学等の状況

大 学 の 名 称 備　　考

年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度 年度

人

　経済学部 人
長崎県佐世保市
川下町123番地

　　経済学科 4 ― ― ― 学士
（経済学） ― ― ― 平成20年度 ※平成28年4月学生募集停止

　　地域政策学科 4 ― ― ― 学士
（地域政策学） ― ― ― 平成20年度 ※平成28年4月学生募集停止

　　流通・経営学科 4 ― ― ―
学士

（流通・経営
学）

― ― ― 平成20年度 ※平成28年4月学生募集停止

　経営学部

　　経営学科 4 140 ― 560 学士
（経営学） 1.05 1.05 ― 平成28年度

　　国際経営学科 4 60 ― 240 学士
（経営学） 1.04 1.00 ― 平成28年度

　地域創造学部

　　公共政策学科 4 120 ― 480 学士
（公共政策学） 1.02 1.05 ― 平成28年度

　　実践経済学科 4 130 ― 520 学士
（経済学） 1.02 1.00 ― 平成28年度

　経済学研究科

　　産業経済・経済開発専攻 2 ― ― ― 修士
（経済学） ― ― ― 平成20年度 ※令和2年4月学生募集停止

　地域創生研究科 長崎県佐世保市
川下町123番地

　地域社会マネジメント専攻 2 15 ― 30

修士
（経営学・経済
学・メディア社
会学・文化振興

学）

1.26 1.26 令和2年度

　国際情報学部 長崎県西彼杵郡

　　国際交流学科 4 ― ― ― 学士
（国際交流学） ― ― ― 平成20年度 長与町まなび野 ※平成28年4月学生募集停止

　　情報メディア学科 4 ― ― ― 学士
（情報ﾒﾃﾞｨｱ学） ― ― ― 平成20年度 １丁目１番１ ※平成28年4月学生募集停止

　国際社会学部

　　国際社会学科 4 60 ― 240 学士
（国際社会学） 1.08 1.06 ― 平成28年度

　情報システム学部

　　情報システム学科 4 40 ― 160 学士
（情報ｼｽﾃﾑ学） 1.09 1.05 ― 平成28年度

　　情報セキュリティ学科 4 40 ― 160 学士
（情報ｾｷｭﾘﾃｨ学） 1.09 1.12 ― 平成28年度

　看護栄養学部

　　看護学科 4 60 ― 240 学士
（看護学） 1.04 1.00 ― 平成20年度

　　栄養健康学科 4 40 ― 160 学士
（栄養健康学） 1.04 1.00 ― 平成20年度

　国際情報学研究科

　　国際交流学専攻 2 ― ― ― 修士
（国際交流学） ― ― ― 平成20年度 ※令和2年4月学生募集停止

　　情報メディア学専攻 2 ― ― ― 修士
（情報ﾒﾃﾞｨｱ学） ― ― ― 平成20年度 ※令和2年4月学生募集停止

　人間健康科学研究科

　　看護学専攻 2 ― ― ― 修士
（看護学） ― ― ― 平成20年度 ※令和2年4月学生募集停止

　　栄養科学専攻
　　（博士前期課程）

2 ― ― ― 修士
（栄養学） ― ― ― 平成20年度 ※令和2年4月学生募集停止

　人間健康科学研究科

　　栄養科学専攻
　　（博士後期課程）

3 3 ― 9 博士
（栄養学） 0.22 0.33 ― 平成20年度

　地域創生研究科

　　情報工学専攻 2 10 ― 20 修士
（情報工学） 0.7 0.7 令和2年度

　人間健康科学専攻 2 12 ― 24
修士

（看護学・公衆
衛生看護学・栄

養学）

1.08 1.08 令和2年度

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び

　　　　高等専門学校についてそれぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。

　　　　（専攻科及び別科を除く）。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　・本年度ＡＣ対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和２年度）から起算した修業年限に相当する期間の

　　　　入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を

　　　　記入してください。

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

所　在　地

長崎県西彼杵郡長
与町まなび野１丁
目１番１

　長崎県立大学

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和2年度
入学定員
超過率
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【認可時又は届出時】 【令和２年度】

マネジメント・リーダーシップ特論
情報セキュリティリスクマネジメント特論
特別研究

専 教授

穴田　啓晃
（47）

＜令和２年４月＞
博士（情報学）

マネジメント・リーダーシップ特論

暗号数理特論
特別研究

マネジメント・リーダーシップ特論

暗号数理特論
特別研究

専 教授

穴田　啓晃
（47）

＜令和２年４月＞
博士（情報学）

専 教授

加藤　雅彦
（50）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

専 教授

日下部　茂
（53）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

ソフトウェア開発プロセス特論
特別研究

ソフトウェア開発プロセス特論
特別研究

専 教授

日下部　茂
（53）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

専 教授

加藤　雅彦
（50）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

ネットワークセキュリティ特論
特別研究

ネットワークセキュリティ特論
特別研究

の別　

専 教授

松﨑　なつめ
（60）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

専
教授

小松　文子
（61）

＜令和２年４月＞
博士（情報学）

マネジメント・リーダーシップ特論
情報セキュリティリスクマネジメント特論
特別研究

専
教授

小松　文子
（61）

＜令和２年４月＞
博士（情報学）

専 教授

松﨑　なつめ
（60）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

データセキュリティ特論
特別研究

データセキュリティ特論
特別研究

５　教員組織の状況

＜地域創生研究科　情報工学専攻＞

（１）ー① 担当教員表

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

の別　

専任・

兼担・

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼担・

兼任　
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の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

の別　

専任・

兼担・

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼担・

兼任　

専 教授

平岡　透
（48）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

空間情報工学特論
特別研究

空間情報工学特論
特別研究

専 教授

平岡　透
（48）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

専 教授

山口　文彦
（49）

＜令和２年４月＞
博士(工学）

専 教授

有田　大作
（51）

＜令和２年４月＞
博士(工学）

地域振興特論
実世界情報処理特論
特別研究

地域振興特論
実世界情報処理特論
特別研究

専 教授

有田　大作
（51）

＜令和２年４月＞
博士(工学）

専 教授

山口　文彦
（49）

＜令和２年４月＞
博士(工学）

マネジメント・リーダーシップ特論
人工知能特論
特別研究

マネジメント・リーダーシップ特論
人工知能特論
特別研究

専 教授

青木　研
（53）

＜令和２年４月＞
修士（芸術工学）

専 教授

ソムチャイ
チャットウィチェンチャイ

Somchai
CHATVICHIENCHAI

（59）
＜令和２年４月＞
博士（情報学）

データベース特論
特別研究

データベース特論
特別研究

専 教授

ソムチャイ
チャットウィチェンチャイ

Somchai
CHATVICHIENCHAI

（59）
＜令和２年４月＞
博士（情報学）

専 教授

青木　研
（53）

＜令和２年４月＞
修士（芸術工学）

数理造形表現特論
特別研究

数理造形表現特論
特別研究

専 教授

辺見　一男
（61）

＜令和２年４月＞
工学博士

専 教授

辺見　一男
（61）

＜令和２年４月＞
工学博士

ヒューマンインタフェース特論
特別研究

ヒューマンインタフェース特論
特別研究
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の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

の別　

専任・

兼担・

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼担・

兼任　

専

量子情報処理特論
特別研究

量子情報処理特論
特別研究

専 講師

吉田　雅一
（34）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

専
准教
授

片山　徹也
（51）

＜令和２年４月＞
博士（芸術工学）

色彩情報特論
特別研究

色彩情報特論
特別研究

専
准教
授

片山　徹也
（51）

＜令和２年４月＞
博士（芸術工学）

准教
授

喜多　義弘
（38）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

准教
授

齋藤　正也
（42）

＜令和２年４月＞
博士（理学）

情報理論特論
特別研究

情報理論特論
特別研究

専
准教
授

吉村　元秀
（51）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

専

数理科学特論
特別研究

数理科学特論
特別研究

専
准教
授

松田　健
（40）

＜令和２年４月＞
博士（理学）

専
准教
授

吉村　元秀
（51）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

画像計測特論
特別研究

画像計測特論
特別研究

専 教授

金谷　一朗
（47）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

専
准教
授

飛谷　謙介
（41）

＜令和２年４月＞
博士（工学）
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の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

の別　

専任・

兼担・

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼担・

兼任　

兼担 教授

代田　義勝
（61）

＜令和２年４月＞
経営学修士

ネジメント・リーダーシップ特論 ネジメント・リーダーシップ特論

兼担 教授

代田　義勝
（61）

＜令和２年４月＞
経営学修士

兼担 教授

三戸　浩
（66）

＜令和２年４月＞
経済学修士

専 講師

藤沢　望
（45）

＜令和２年４月＞
博士（芸術工学）

聴覚情報処理特論
特別研究

聴覚情報処理特論
特別研究

専 講師

藤沢　望
（45）

＜令和２年４月＞
博士（芸術工学）

兼担 教授

三戸　浩
（66）

＜令和２年４月＞
経済学修士

ネジメント・リーダーシップ特論 ネジメント・リーダーシップ特論

専 講師

前村（藤本）　葉子
（47）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

専 講師

前村（藤本）　葉子
（47）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

視覚メディア工学特論
特別研究

視覚メディア工学特論
特別研究
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の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

の別　

専任・

兼担・

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼担・

兼任　

兼担 教授

李　炯喆
（67）

＜令和２年４月＞
法学博士

地域振興特論 地域振興特論

兼担 教授

李　炯喆
（67）

＜令和２年４月＞
法学博士

兼担 教授

荻野　晃
（53）

＜令和２年４月＞
博士（法学）

兼担 教授

車　相龍
（46）

＜令和２年４月＞
博士（比較社会文化）

地域振興特論 地域振興特論

兼担 教授

車　相龍
（46）

＜令和２年４月＞
博士（比較社会文化）

兼担 教授

荻野　晃
（53）

＜令和２年４月＞
博士（法学）

地域振興特論 地域振興特論

兼担 教授

綱　辰幸
（55）

＜令和２年４月＞
経済学修士

兼担 教授

鳥丸　聡
（60）

＜令和２年４月＞
経済工学士

地域振興特論 地域振興特論

兼担 教授

鳥丸　聡
（60）

＜令和２年４月＞
経済工学士

兼担 教授

綱　辰幸
（55）

＜令和２年４月＞
経済学修士

地域振興特論 地域振興特論

兼担 教授

後藤　正之
（62）

＜令和２年４月＞
経済学士

兼担 教授

後藤　正之
（62）

＜令和２年４月＞
経済学士

地域振興特論 地域振興特論
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の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

の別　

専任・

兼担・

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼担・

兼任　

兼担
准教
授

兼担
准教
授

兼担

兼担
准教
授

吉本　諭
（49）

＜令和２年４月＞
博士（農学）

地域振興特論 地域振興特論

吉本　諭
（49）

＜令和２年４月＞
博士（農学）

兼担
准教
授

金村　公一
（63）

＜令和２年４月＞
修士（学術）

地域振興特論 地域振興特論

金村　公一
（63）

＜令和２年４月＞
修士（学術）

准教
授

四本　雅人
（49）

＜令和２年４月＞
修士（経営学）

兼担 教授

中尾　八重子
（63）

＜令和２年４月＞
博士（アドミニストレーション）

地域振興特論 地域振興特論

兼担
准教
授

四本　雅人
（49）

＜令和２年４月＞
修士（経営学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

兼担 教授

中尾　八重子
（63）

＜令和２年４月＞
博士（アドミニストレーション）

兼担 教授

大塚　一徳
（57）

＜令和２年４月＞
博士（心理学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

兼担 教授

大塚　一徳
（57）

＜令和２年４月＞
博士（心理学）

兼担 教授

河口　朝子
（62）

＜令和２年４月＞
博士（看護学）

兼担 教授

河口　朝子
（62）

＜令和２年４月＞
博士（看護学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論
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の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

の別　

専任・

兼担・

担当授業科目名

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

担当授業科目名

兼担・

兼任　

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　認可申請書又は設置届出書の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の教員全て（兼任，兼担教員を含む。）を黒字で記入してください。

　　　　その上で，認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。
　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教員名簿」を確認してください。

　　　・　年齢は，それぞれの年度の５月１日時点の満年齢を記入してください。

　　　・　専任（専門職大学等は専、実専、実（研）、実み）、兼担、兼任の順に記入してください。

　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除し、詰めてください。

兼担 講師

芳賀　晋隆
（45）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

地域振興特論 地域振興特論

芳賀　晋隆
（45）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

兼担 講師

石田　聖
（37）

＜令和２年４月＞
博士（公共政策学）

兼担 講師

兼担 講師

兼担
准教
授

兼担
准教
授

柳田　多聞
（57）

＜令和２年４月＞
文学修士

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

柳田　多聞
（57）

＜令和２年４月＞
文学修士

兼担 講師

中村　貴治
（33）

＜令和２年４月＞
修士（経営学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

中村　貴治
（33）

＜令和２年４月＞
修士（経営学）

兼担 講師

石田　聖
（37）

＜令和２年４月＞
博士（公共政策学）

地域振興特論 地域振興特論

兼担 講師

伊藤　康貴
（35）

＜令和２年４月＞
博士（社会学）

兼担 講師

伊藤　康貴
（35）

＜令和２年４月＞
博士（社会学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

兼任 講師

朝日　亮太
（34）

＜令和２年４月＞
博士（商学）

兼任 講師

朝日　亮太
（34）

＜令和２年４月＞
博士（商学）

地域振興特論 地域振興特論
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（１）ー②担当教員表に関する変更内容

（注）・  変更内容を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除してください。

　　　　なお、設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は、「教員審査省略」と記入してください。

【令和２年度】
・金谷教授就任辞退。後任として飛谷准教授就任。
・松田准教授就任辞退。後任として齋藤准教授就任。
・吉田講師就任辞退。後任として喜多准教授就任。

　　　　 　　　　

　　　・　認可で設置された学部等の専任教員を変更する場合は、当該専任教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画変更書」を提出し、

　　　　大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（ＡＣ教員審査）を受けてください。ＡＣ教員審査を受けずに専任教員として授業等を担当することは出来ません。

　　　・　「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」と記入してください。
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（注）・　大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件（平成十一年九月十四日文部省告示第百七十五号）により

　　　　算出される教員数を記入してください。

（注）・「設置時の計画」には、設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに、（　）内に開設時の状況を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の状況」には、報告年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の状況」には、「現在（報告時）の状況」に記入した数字に、教員審査を受審済みであり、

　　　　完成年度までに就任する教員数を加えた数を記入するとともに、［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の計画」には、予定されている完成年度時の人数を記入するとともに、

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　　　・専門職大学院の場合は、「研究指導教員」を「研究者教員」と、「研究指導補助教員」を「実務家教員」と修正して記入してください。

（注）・「年齢構成」には、当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません）、

　　　　及び、報告年度の５月１日現在、定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数及び完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。

　　　・なお、職位等によって定年年齢が異なる場合には、職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入

　　　　し、「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ） =
設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

報告時の教員のうち、定年を延長して採用している教員数
現在（報告時）の状況（Ｂ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ'）
設置時の計画（Ａ'）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　（２）－⑥　設置時の計画に対する助手充足率

=
-

= #VALUE! ％
－

　（２）－⑤　現在（報告時）の状況における定年を延長している教員構成率

=
0

= 0 ％
18

　（２）－④　設置時の計画に対する教員充足率

18
= 100 ％

18

65 0 0

歳 名 名

年齢構成

定年規定の定める
定年年齢（歳）

報告時（上記
（Ｂ））の教員の
うち、定年を延長
して採用している

教員数

完成年度時（上記
（Ｃ））の教員う
ち、定年を延長し
て採用する教員数

講義のみ担当
の教員数

18 ― ― 18 ― ―

［　0　］ ［　-　］

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

［　-　］

［△1］ ［2］ ［△1］ ［-］ ［0］ ［-］

［　-　］

　（２）－③　年齢構成

計
（Ｄ）

助手
（Ｄ'）

［　0　］ ［　-　］

［△1］ ［2］ ［△1］ ［-］ ［0］ ［-］

11 5 2 - 18 -

現在（報告時）の完成年度時の状況 現在（報告時）の完成年度時の計画

教　授 准教授 講　師 助　教
計

（Ｃ）
助手

（Ｃ'）
教　授 准教授

11 5 2 - 18 -

講　師 助　教

講義のみ担当
の教員数

18 ― ―
18 - -

(18) －

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

－

- 18 -
12 3 3 － 18 －

（12） （3） （3） （－） （18） （－）

11 5 2

教　授 准教授 講　師 助　教
計

（Ｂ）
助手

（Ｂ'）
教　授 准教授 講　師 助　教

計
（Ａ）

助手
（Ａ'）

名 名 名

　（２）－②　専任教員等数【大学院】

設　置　時　の　計　画 現在（報告時）の状況

（２） 専任教員数等

　（２）－①　設置基準上の必要専任教員数

完成年度時における
設置基準上の必要研

究指導教員数

完成年度時における
設置基準上の必要研
究指導補助教員数

うち、完成年度時に
おける設置基準上の

必要教授数

4 3 3
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時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

　（３）－③　上記（３）－①　・　（３）－②　の合計

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（３）－③合計（Ｄ）+（Ｆ）
（２）－②設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

0

　（３）－⑤　定年により退職した専任教員に対する後任補充状況

必修 0

選択 1 科目

計 6 科目 計 6 計 0

3 人

必修 5 科目 必修 5 必修 0

0 人
自由 自由

計 0 科目 計 0

自由 0 科目 自由

計 0 計 0

必修

合計（Ｆ） 後任補充状況の集計（Ｇ）

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

人

必修 5 科目 必修 5

（注）・　認可時又は届出時以降、就任を辞退した全ての専任教員の就任辞退の理由を具体的に記入してください。

　　　・　「就任辞退（未就任）」とは、認可又は届出時に就任予定としながら、実際には就任しなかった教員のことです。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

　（３）－②　専任教員辞任の理由及び後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 辞任等の理由

　　　　　就任した後に辞任した教員は、以下「（３）－②専任教員辞任の理由及び後任補充状況」に記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに就任を辞退した場合、赤字にて記入するとともに、

0

R2.3他大学転出のため就任辞退（２）

合計（Ｄ） 後任補充状況の集計（Ｅ）

就任を辞退した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

3

計 6 科目 計 6

自由 0 科目 自由 0 自由 0 自由 0

計

選択 量子情報処理特論 ①

必修 特別研究 ①

必修 特別研究

3 講師 吉田　雅一 R2.3

１ 教授 金谷　一朗 R2.3 R2.3他大学転出のため就任辞退（２）

２ 准教授 松田　健 R2.3 R2.3他大学転出のため就任辞退（２）
①

①

必修 特別研究 ①

必修 数理科学特論 ①

必修 情報理論特論

（３） 専任教員辞任等の理由

　（３）－①　専任教員の就任辞退（未就任）の理由及び後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 就任辞退（未就任）の理由

計

0

選択 1 科目 選択 1 選択 0 選択 0

0

必修 0 必修

　　　　　「就任辞退（未就任）の理由」に就任辞退の理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

必修 0 科目 必修 必修

選択 0 科目 選択 選択 選択

（注）・　一度就任した後に、定年による退職以外の理由で辞任した全ての専任教員についてに記入してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

合計（Ｄ）＋（Ｆ） 後任補充状況の集計（Ｅ）＋（Ｇ）

辞任等した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

　　　　　に辞任理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

選択 1 選択 0 選択 0

　（３）－④　設置時の計画に対する教員辞任率

=
3

= 16.66 ％
18

自由 0 科目 自由 0 自由 0 自由 0

計
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科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　　今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

計 0

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

　　　　　に辞任理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

合計 後任補充状況の集計

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

0

計 0 科目 計 0

自由 0 科目 自由 自由 自由

計 0

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 辞任等の理由

（注）・　定年により退職した全ての専任教員についてに記入してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

・就任辞退した専任教員が担当していた授業科目は、後任の専任教員が担当するため、学生の履修等に影響はない。なお、学生への周知は
学生便覧、シラバス等に掲載する形で行っている。（２）

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する大学の所見、学生への周知方法、

選択 0 科目 選択 選択 選択
人

必修 0 科目 必修 必修 必修
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

該当なし

（令和2年）

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　　具体的に記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を

　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。

　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。

　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。

　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

６　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等 履　行　状　況

留意事項 履行中



設　置　時　の　計　画 変更内容・状況、今後の見通しなど

該当なし 該当なし

　　評価結果を公表している。公表した各教員の参考になる取組み事例を活用した授業について、教育開発センターで

　　集約し、学内システムにアップロードしており、組織的な授業改善に役立てている。

　　・学習成果測定のための情報収集や研修会への参加により、教育開発センターを中心とした指標の開発を進めている。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

      各学期末に実施予定

　ｂ　教員や学生への公開状況、方法等

      集計結果をＨＰで公表するとともに、学内において科目毎の評価結果を公開する。

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

    ・授業評価アンケート結果の分析や各教員の改善事項を踏まえた「点検報告書」の作成　予定

　　授業評価アンケートの実施

　　ＦＤに関する調査、資料等収集　など

　ｂ　実施方法

　　・全学的なＦＤ研修会および学部・学科・研究科単位でのＦＤ研修会の実施

　　・各学期での授業評価アンケートの実施および集約を行い、その結果に基づき各教員より改善状況を点検報告書

　　として報告させている。なお、授業評価結果は、集計結果をホームページで公表するとともに、学内で科目毎の

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

    今後開催予定

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　　全学的なＦＤ研修会の実施

　（1）教育内容の充実及び教育方法の改善に関すること

　　　ア　授業方法等の改善に関すること

　　　イ　全学的なＦＤの企画、実施に関すること

　　　ウ　教育の評価方法の研究・企画及び実施に関すること

　　　エ　現代の大学教育の重要課題に関する情報の収集整理に関すること

　（2）教育に関する研究及び企画に関すること

　（3）その他教育内容の充実に関すること

②　実施状況

　ａ　実施内容

　　 授業方法の改善等の事業計画の策定

　ｃ　委員会の審議事項等

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

　　教育開発センターが主体となり企画・運営

　ｂ　委員会の開催状況

　　今後開催予定（R2.5）

７　その他全般的事項

＜地域創生研究科　情報工学専攻＞

（１） 設置計画変更事項等
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※設置計画が各大学等が社会に対して着実に実現していく構想を表したものであることに鑑み、

　設置計画履行状況報告書については、各大学等のウェブサイトに公表するなど、積極的な情報提供をお願いします。

　　　　いて記入してください。

（５） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書（令和２年度）

　ａ　公表予定の有無　　〔　　　有　　　・　　　無　　　〕

≪ａで「有」の場合≫

　ｂ　公表（予定）時期　〔　調査結果公表後１ヶ月以内　・　公表後２～３ヶ月以内　・　公表後３ヶ月以降　〕

　ｃ　公表方法　　　　　〔　ウェブサイトへの掲載　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　〕

≪ａで公表「無」の場合≫

　ｄ　公表しない理由　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　・令和3年5月　公表予定

　ｂ　公表方法

　　・大学ホームページ上に公開予定（令和3年5月）

③　認証評価を受ける計画

　　・令和2年度に認証評価機関（大学教育質保証・評価センター）の評価を受審する。

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　ａ　公表（予定）時期

（４） 自己点検・評価等に関する事項

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　我が国の第５期科学技術基本計画には「サイバー空間」（仮想空間）と「フィジカル空間」（現実空間）を融合させた未来社会
「ソサエティー5.0」の実現が盛り込まれている。ソサエティー5.0の継続的な進化を担う、高度な情報技術と広い視野を有する人
材を輩出することが本専攻設置の趣旨である。
　そのため急速に進展をみせている情報科学の知識・技術を修得し高度知識社会の情報基盤を支える人材の育成に取り組んでい
る。

②　自己点検・評価報告書

（３） 教育課程連携協議会に関する事項

　※専門職大学、専門職短期大学、専門職大学院以外は「該当なし」と記入ください。

該当なし
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ｲﾅﾅｶﾞ　ｼﾉﾌﾞ）

稲永　忍

(平成28年４月）

（ｷﾑﾗ　ﾂﾄﾑ）

木村　務

（平成31年４月）

（ｵｵﾏｶﾞﾘ　ｶﾂﾋｻ）

大曲　勝久

（令和２年４月）

（ｵｵﾂｶ　ｶｽﾞﾉﾘ）

大塚　一徳

（令和２年４月）

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）令和元年度に報告済の内容　→（元）

　　　　　　令和２年度に報告する内容　→（２）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　　記入してください。

　　　・大学院の場合には、「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　長崎県公立大学法人

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には、複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　長崎県立大学

　　　　長崎県佐世保市川下町１２３番地

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合、本部の位置を（　）書きで記入してください。

（２） 大　学　名

　　　〒８５８－８５８０

（３） 調査対象大学等の位置

　　　　ください。

理 事 長

（４） 管理運営組織

研究科長

学　　長

職　　名

専攻長

55



（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。
　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は、平成２８年度開設の４年制の学科の完成年度を越えて報告する場合（令和２年度までの５年間）ですが、
　　　　完成年度を越えていない場合は修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が４年以下の場合には欄を削除し、
　　　　５年以上の場合には、欄を設けてください。）

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　に報告書を作成してください。

地域創生研究科

人間健康科学専攻 2 12 24

修士（看護学、公衆

衛生看護学、栄養学）、

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人 12人 人

24

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) ( － ) (　 　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ － ] [ 　 ]

24

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) ( － ) (　 　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ － ] [ 　 ]

13

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) ( － ) (　 　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ － ] [ 　 ]

13

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) ( － ) (　 　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ － ] [ 　 ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年度には

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度（令和２年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「開設年度から報告年度までの平均入学定員超過率」は、完成年度を越えて報告書を提出する大学等のみ

　　　　記入してください。完成年度を越えていない場合は「－」を記入してください。

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

調査対象学部等の
名称（学位）

学位又は学科
の分野

設 置 時 の 計 画
備　　考

修業年限 入学定員 編入学定員 収容定員

　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号

保健衛生学関係
（看護学関係）

年 人 年次 人

人
保健衛生学関係
（看護学関係及
びリハビリテー
ション関係を除

く。）

家政関係

（注）・　定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　・　基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

　　　・　学生募集停止を予定している場合は、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

　　　　（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
平均入学定員

超 過 率

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定

員超過率

備　　考

Ａ　 入学定員

倍 倍

12

[ 　　　 ] [ 　　　 ] [ 　　　 ] [ 　　　 ] [ 　－　 ]

(　　 　) (　　 　) (　　 　) (　　 　) (　－　)

志願者数

受験者数

合格者数

Ｂ　 入学者数

1.08
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

13 －

[　 　] [　 　] [　 　] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [ － ] [ － ]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） － -

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　）（　　）（　　）（　　）

　　・令和２年５月１日　公表

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
備　　　　　考

１年次

２年次

３年次

４年次

計

（　　　　 ） （　　　　 ） （　　　　 ） （　　　　 ）

[　　　 　] [　　　　 ] [　　　　 ] [　　　　 ] [　　　　 ]

（　　　　 ）

57



　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

人 人 平成２８年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成３０年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 人 人
（記入例）
就学意欲の低下（5人）、他の教育機関への転学（2名）
[就職（1人）、除籍（2人）]

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 0 人 0 人

0 人 人 人

（注）・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　各対象年度の在学者数については、対象年度の人数を記入してください。（在学者数から退学者数を減らす必要はありません。）

　　　・　内訳については、退学した学生が入学した年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　　　・　在学者数、退学者数には編入学生や転入学生も含めて記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は、下の項目を参考に記入してください。その際、「就学意欲の低下（○人）」というように、その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　（５）－⑤　調査対象学部等の年度ごとの退学者の割合

【平成２８年度】

平成２８年度の退学者数（ａ） 0
平成２８年度の在学者数（ｂ） 0

【平成２９年度】

平成２９年度の退学者数（ａ） 0
平成２９年度の在学者数（ｂ） 0

【平成３０年度】

平成３０年度の退学者数（ａ） 0
平成３０年度の在学者数（ｂ） 0

【令和元年度】

令和元年度の退学者数（ａ） 0
令和元年度の在学者数（ｂ） 0

【令和２年度】

令和２年度の退学者数（ａ） 0
令和２年度の在学者数（ｂ） 13

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

主な退学理由
（留学生の理由は[　]書き）

内訳

入学した年度
退学者数

うち留学生数

人

　　　区　分

対象年度

在学者数（b） 退学者数（a）

平成２８年度

平成２９年度 人

令和元年度 人 人

平成３０年度 人 人

= = #DIV/0! ％

令和２年度 13 人 0 人

合　　計

= = #DIV/0! ％

= = 0 ％

= = #DIV/0! ％

= = #DIV/0! ％
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【令和２年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

地域振興特論 １①② 2 1 12 地域振興特論 １①② 2 1 12

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１③④ 2 　 2 　 9 １③④ 2 　 2 　 9
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

小計（２科目） - 4 0 0 3 0 0 0 0 21 小計（２科目） - 4 0 0 3 0 0 0 0 21

健康科学特論 １① 2 6 3 5 健康科学特論 １① 2 6 4 4

アカデミックスキル特論 １① 2 6 4 2 アカデミックスキル特論 １① 2 6 5 1

１④ 2 1 １④ 2 1

保健・医療政策特論１・２① 2 1 保健・医療政策特論１・２① 2 1

行政・組織特論 １③ 2 1 1 行政・組織特論 １③ 2 1 1

最新栄養科学特論 １② 2 5 2 5 2 最新栄養科学特論 １② 2 6 4 4

小計（６科目） ― 4 8 0 11 4 5 0 0 3 小計（６科目） ― 4 8 0 11 5 5 0 0 3

１① 2 3 １① 2 3

看護理論特論 １② 2 2 1 看護理論特論 １② 2 2 1

ヘルスアセスメント特論 １② 1 1 ヘルスアセスメント特論 １② 1 1

医療経済・地域経済特論 １③ 2 2 医療経済・地域経済特論 １③ 2 2

グローバルヘルス特論 １④ 1 1 1 グローバルヘルス特論 １④ 1 1 1

メンタルヘルス特論 １④ 1 1 メンタルヘルス特論 １④ 1 1

看護倫理特論 １④ 2 1 看護倫理特論 １④ 2 1

― 0 11 0 5 1 0 0 0 5 ― 0 11 0 5 1 0 0 0 5

看護管理学特論 １② 2 2 看護管理学特論 １② 2 2

母子看護学特論 １② 2 1 1 1 母子看護学特論 １② 2 1 1 1

１② 2 1 2 １② 2 1 2

地域看護学特論 １② 2 1 1 1 地域看護学特論 １② 2 2 1

看護学実践演習 １③④ 2 6 3 看護学実践演習 １③④ 2 7 3

― 0 10 0 6 4 2 0 0 0 ― 0 10 0 7 3 2 0 0 0

公衆衛生看護学原論Ⅰ １② 1 1 公衆衛生看護学原論Ⅰ １② 1 1

公衆衛生看護学原論Ⅱ ２③ 1 1 公衆衛生看護学原論Ⅱ ２③ 1 1

１①② 3 1 1 １①② 3 1 1

対象別・健康課題別各論１①② 3 2 1 対象別・健康課題別各論 １①② 3 2 1

地域診断特論 １①② 3 1 1 1 地域診断特論 １①② 3 2 1

２①  1 1 ２①  1 1

公衆衛生看護管理特論 ２①  2 2 公衆衛生看護管理特論 ２①  2 2

１③④ 1 1 1 1 １③④ 1 2 1

２① 1 1 1 ２① 1 1 1

疫学特論 １④ 2 1 疫学特論 １④ 2 1

１④ 2 1 １④ 2 1

保健医療福祉行政特論 １④ 1 1 保健医療福祉行政特論 １④ 1 1

１③④ 2 1 1 1 １③④ 2 2

１③④ 2 1 1 1 １③④ 2 2

１③④ 1 1 1 １③④ 1 1 1

２①②  2 2 1 ２①②  2 1 1

２①②  2 2 1 ２①②  2 1 1 1

１③  2 1 １③  2 1

環境保健特論 ２① 1 3 環境保健特論 ２① 1 3

保健情報特論 ２② 1 1 保健情報特論 ２② 1 1

２①② 1 2 1 ２①② 1 1 1 1

公共性特論 ２① 1 1 公共性特論 ２① 1 1

小計（２２科目） ― 0 36 0 1 1 3 1 0 9 小計（２２科目） ― 0 36 0 2 3 1 0 9

専任教員等の配置

基
礎
専
門
系

２　授業科目の概要

＜地域創生研究科　人間健康科学専攻＞

科目
区分

授業科目の名称
配 当
年 次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・

兼
担

（１）－① 授業科目表

【認可時又は届出時】

科目
区分

授業科目の名称
配 当
年 次

単位数

看
護
学
共
通
科
目

看
護
学
実
践
系

研
究
科
共
通
科
目

研
究
科
共
通
科
目

マネジメント・リーダー
シップ特論

マネジメント・リーダー
シップ特論

専
　
攻
　
共
　
通
　
科
　
目

専
　
攻
　
共
　
通
　
科
　
目

保健統計演習 保健統計演習

看
護
学
実
践
コ
ー

ス 小計（５科目）

看護研究の理論と方法
特論

小計（７科目） 小計（７科目）

成人・老年看護学特論 成人・老年看護学特論

看護研究の理論と方法
特論

看
護
学
共
通
科
目

看
護
学
実
践
コ
ー

ス

看
護
学
実
践
系

小計（５科目）

兼
任
・

兼
担

基
礎
専
門
系

公衆衛生看護学セ
ミナーⅠ

社会調査法特論

公衆衛生看護学セミ
ナーⅡ

発
展
専
門
系

健康危機管理特論

保健統計特論

公衆衛生看護学セ
ミナーⅠ

公衆衛生看護学基礎実
習Ⅰ

公衆衛生看護学基礎実
習Ⅱ

公衆衛生看護学基礎実
習Ⅲ

公衆衛生看護学基礎実
習Ⅰ

公衆衛生看護学基礎実
習Ⅱ

社会調査法特論

公衆衛生看護学セミ
ナーⅡ

保健統計特論

公
衆
衛
生
看
護
学
コ
ー

ス

公衆衛生看護学基礎実
習Ⅲ

専
門
科
目

専
門
科
目

公衆衛生看護学発展実
習Ⅰ

公衆衛生看護学発展実
習Ⅱ

活動展開・支援技術特
論

活動展開・支援技術特
論

ケアシステムマネジメン
ト特論

ケアシステムマネジメン
ト特論

健康危機管理特論
公
衆
衛
生
看
護
学
コ
ー

ス

発
展
専
門
系

公衆衛生看護学発展実
習Ⅰ

公衆衛生看護学発展実
習Ⅱ
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１① 2 1 １① 2 1

１① 2 1 １① 2 1

１③ 2 1 １③ 2 1

機能形態学特論 １④ 2 1 機能形態学特論 １④ 2 1

代謝栄養学特論 １② 2 1 代謝栄養学特論 １② 2 1

食品衛生学特論 １① 2 1 食品衛生学特論 １① 2 1

食品機能学特論 １② 2 1 食品機能学特論 １② 2 1

栄養疫学特論 １③ 2 1 栄養疫学特論 １③ 2 1

臨床栄養学特論 １④ 2 1 臨床栄養学特論 １④ 2 1

健康体力科学特論 １① 2 1 健康体力科学特論 １① 2 1

調理科学特論 １③ 2 1 調理科学特論 １③ 2 1

栄養管理学特論 １② 2 1 栄養管理学特論 １② 2 1

フードマネジメント特論 １④ 2 1 フードマネジメント特論 １④ 2 1

生活習慣病医療学特論 １④ 2 1 生活習慣病医療学特論 １④ 2 1

小計（１４科目） ― 0 28 0 5 2 5 0 0 2 小計（１４科目） ― 0 28 0 6 4 4 0 0 2

特別研究 1～2 8 11 5 4 特別研究 1～2 8 12 7 3

1～2 4 1 1 1～2 4 2

小計（２科目） - 0 12 0 11 5 4 0 0 0 小計（２科目） - 0 12 0 12 7 3 0 0 0

－ 8 105 0 11 6 8 1 0 37 － 8 105 0 13 7 7 1 0 37

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・  認可申請書又は設置届出書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教育課程等の概要」を確認してください。

　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の授業科目全て（兼任、兼担教員が担当する科目を含む。）を

　　　　黒字で記入してください。その上で、各年度については、認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても科目名の後ろに「（未開講）」として記入してください。

　　　・　１ページ目には認可時又は届出時と報告年度２つの表を記入してください。
　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除してください。

　　　　（２つの表が１ページに表示されるようにしてください。）
　　　・　専門職大学等の場合、「実験、実習又は実技による授業科目」には「【※】」、「臨地実務実習」による授業科目には「【臨】」、

　　　　　「連携実務演習」による授業科目には「【連】」を授業科目の名称の右側に記入してください。

専
門
科
目

栄養生理学特論

栄
養
科
学
コ
ー

ス

基
礎
栄
養
科
学
系

細胞生化学特論

専
門
科
目

有機化学特論

栄養生理学特論
基
礎
栄
養
科
学
系

研究指導科目特定課題研究 特定課題研究

合計（５８科目） 合計（５８科目）

卒業要件及び履修方法 卒業要件及び履修方法

修了要件は、大学院に２年以上在学し、研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上を含
む計３２単位以上を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、修士論文又は特定の課題につい
ての研究の成果の審査に合格した場合に学位を授与する。
ただし、保健師資格の取得を希望する者は、大学院に２年以上在学し、研究科共通科目４単
位、専攻共通科目６単位以上を含む計６０単位以上を修得し、かつ必要な研究指導を受けた
上、特定の課題についての研究の成果の審査に合格した場合に学位を授与する。
なお、在学期間に関しては、優れた業績を上げたものについては、大学院に１年以上在学すれ
ば足りるものとする。

（看護学実践コース）
研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上、専攻共通科目、看護学共通科目及び同
コース専門科目から１４単位以上、研究指導科目から特別研究８単位の計３２単位以上を修得
する。

（公衆衛生看護学コース）保健師資格取得コース
研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上、専攻共通科目及び同コース基礎専門系か
ら「保健・医療政策特論」（２単位）と基礎専門系（１５科目２６単位）、看護学共通科目の「看護研
究の理論と方法特論」「看護理論特論」、及び同コース発展専門系の７科目１０単位、専攻共通
科目及び看護学共通科目から選択４単位以上、特定課題研究４単位、計６０単位以上を修得す
る。

（栄養科学コース）
研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上、同コース専門科目から１４単位以上、研究
指導科目から特別研究８単位の計３２単位以上を修得する。

研究指導科目

実
践
栄
養
科
学
系

修了要件は、大学院に２年以上在学し、研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上を含
む計３２単位以上を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、修士論文又は特定の課題につい
ての研究の成果の審査に合格した場合に学位を授与する。
ただし、保健師資格の取得を希望する者は、大学院に２年以上在学し、研究科共通科目４単位、
専攻共通科目６単位以上を含む計６０単位以上を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、特
定の課題についての研究の成果の審査に合格した場合に学位を授与する。
なお、在学期間に関しては、優れた業績を上げたものについては、大学院に１年以上在学すれ
ば足りるものとする。

（看護学実践コース）
研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上、専攻共通科目、看護学共通科目及び同コー
ス専門科目から１４単位以上、研究指導科目から特別研究８単位の計３２単位以上を修得する。

（公衆衛生看護学コース）保健師資格取得コース
研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上、専攻共通科目及び同コース基礎専門系から
「保健・医療政策特論」（２単位）と基礎専門系（１５科目２６単位）、看護学共通科目の「看護研究
の理論と方法特論」「看護理論特論」、及び同コース発展専門系の７科目１０単位、専攻共通科
目及び看護学共通科目から選択４単位以上、特定課題研究４単位、計６０単位以上を修得する。

（栄養科学コース）
研究科共通科目４単位、専攻共通科目６単位以上、同コース専門科目から１４単位以上、研究指
導科目から特別研究８単位の計３２単位以上を修得する。

有機化学特論

実
践
栄
養
科
学
系

細胞生化学特論

栄
養
科
学
コ
ー

ス
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【令和２年度】

」
（注）・  ２（１）ー① 授業科目表に記入された各年度における変更内容（配当年次の変更、専任教員等の配置の変更、
　　　　授業科目名の変更、新規科目の追加など）を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　変更内容には、授業科目の未開講や廃止については記入しないでください。

　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除してください。

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに、［　］内に、設置時の計画からの増減を
　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

自由 計（Ａ） 必修

設置時の計画 変更状況

　　　　
　　　　

・担当教員の就任辞退及び新規採用による変更
　「地域看護学特論」の「教授１、准教授１、講師１」を「教授２、講師１」へ変更
　「看護学実践演習」の「教授６、准教授３」を「教授７、准教授３」へ変更
　「公衆衛生看護学原論Ⅱ」の「准教授１」を「教授１」へ変更
　「地域診断特論」の「准教授１、講師１、助教１」を「教授２、助教１」へ変更
　「ケアシステムマネジメント特論」の「准教授１」を「教授１」へ変更
　「公衆衛生看護学セミナーⅠ」の「教授１、准教授１、助教１」を「教授２、講師１」へ変更
　「公衆衛生看護学基礎実習Ⅰ・Ⅱ」の「教授１、准教授１、助教１」を「教授２」へ変更
　「公衆衛生看護学発展実習Ⅰ」の「講師２、助教１」を「講師１、助教１」へ変更
　「公衆衛生看護学発展実習Ⅱ」の「講師２、助教１」を「教授１、講師１、助教１」へ変更
　「公衆衛生看護学セミナーⅡ」の「講師２、助教１」を「教授１、講師１、助教１」へ変更
　「細胞生化学特論」の「兼任・兼担１」を「教授１」へ変更
　「代謝栄養学特論」の「兼任・兼担１」を「准教授１」へ変更
　「特別研究」の「教授11、准教授５、講師４」を「教授12、准教授７、講師３」へ変更
　「特定課題研究」の「教授１、准教授１」を「教授２」へ変更

・担当教員昇任による変更
　「健康科学特論」の「教授６、准教授３、講師５」を「教授６、准教授４、講師４」へ変更
　「アカデミックスキル特論」の「教授６、准教授４、講師２」を「教授６、准教授５、講師１」へ変更
　「最新栄養科学特論」の「教授５、准教授２、講師５、兼任２」を「教授６、准教授４、講師４」へ変更
　「食品衛生学特論」の「講師１」を「准教授１」へ変更
　「特別研究」の「教授11、准教授５、講師４」を「教授12、准教授７、講師３」へ変更

（２） 授業科目数

58

[　　　　] [　　　　] [　　　　]

選択 自由 計

4 54 0 58 4 54 0

備考
必修 選択

（１）－②授業科目表に関する変更内容
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入して
　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。
　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して
　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、
　　　　学生への周知方法、今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

0

58

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。
　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように
　　　　留意してください。

（４） 廃止科目

（３） 未開講科目

未開講の理由，代替措置の有無

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して
　　　　ください。

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

廃止の理由，代替措置の有無

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」として記入してください。
　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して
　　　　ください。

設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

該当なし

未開講科目（３）と廃止科目（４）の計
＝ ＝ 0 ％
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備考

大学全体

大学全体

修学環境を改善するため、必要に
応じて図書等の購入、除籍を行っ

たもの（２）

誤記（２）

【教員１人当り研究
費等】
・学部と不可分のた
め、学部も含めて計
上しており、左記に
加えて、大学院の指
導学生１人につき、
下記の金額が加算さ
れる。
○非実験系：50千円
○実験系　：200千円

【図書購入費】
・学部と不可分のた
め、総額を記載。ま
た、図書購入費に
は、電子ジャーナ
ル・データベースの
整備費（運用コスト
を含む。）を含む。

【共同研究費等】
・学部と不可分のた
め、総額を記載。

【設備購入費】
・学部と不可分のた
め、総額を記載。

上段：県内

下段：県外

　　　　を併せて提出してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、黒字で記入してください。

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は、その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　・　「(５)図書・設備」については、上段に完成年度の予定数値を、下段には令和２年５月１日現在の数値を記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては、変更部分を赤字で見え消し修正するとともに、

　　　　その理由及び報告年度「（２）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少、建築計画の遅延）がある場合には、「建築等設置計画変更書」

学生納付金以外の維持方法の概要 長崎県からの運営費交付金を充当

（注）・　設置時の計画を、申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合、　　　　

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお、「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を、その他の

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

906千円
919千円

536千円 －　千円 －　千円 －　千円 －　千円

729千円
742千円

536千円 －　千円 －　千円 －　千円 －　千円

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

75,227千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

共 同 研 究 費 等
93,688千円
57,448千円

93,688千円
57,448千円

設備購入費
232,599千円
102,568千円

121,615千円
120,000千円

121,615千円
120,000千円

学生１人当
り

納付金

開設前年度 開設年度 完成年度

(８) 教員１人当り研究費等
1,030千円

568千円
1,030千円

568千円
図書購入費

83,387千円
75,227千円

75,227千円

経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度 完成年度 区　　分

(７) 体　　育　　館

面積 体育館以外のスポーツ施設の概要

4,827㎡
武道館 弓道場

テニスコート（14面）

(６) 図　　書　　館
面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

6,712㎡ 670 677 500,000

1

521,304(526,178
〔124,413〕)123,72

8
   1,151（1,122〔536〕） （ 67〔64〕）63

 18,305
（18,583）

(1790) ( 1 )

計

538,964
〔126,419〕

1,122〔536〕　 67〔64〕　 19,099 1,790

521,304(526,178
〔124,413〕)123,72

8
   1,151（1,122〔536〕） （ 67〔64〕）63

 18,305
（18,583）

(1790) (  1)

点 点 点

地域創生研究科
地域社会マネジ
メント専攻
情報工学専攻
人間健康科学専
攻

538,964
〔126,419〕

1,122〔536〕 67〔64〕 19,099
1790

（シ校：
1615）

1
（シ校：1）

機械・器具 標　　本
(５) 〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

　

新設学部等
の名称

図　　書 学術雑誌
視聴覚資料

図
書
・
設
備

冊 種 〔うち外国書〕

地域創生研究科 情報工学専攻 18 室

地域創生研究科 人間健康科学専攻 26　28 室

(４) 専任教員研究室

新設学部等の名称 室　　　　　　数

（例）
令和２年４月
専任教授２名を新規
採用のため（２）

○○学部　○○学科
（例） １６
 　　　 １５

室

地域創生研究科 地域社会マネジメント専攻 56 室

33室 49室
9室 4室

（補助職員　2人） （補助職員　1人）

（　　　　－㎡） （　　　　－㎡） （　　50,235㎡）

(３) 教　　室　　等

講　義　室 演　習　室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

43室

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

49,570㎡ 　－㎡ 　－㎡ 49,570㎡

（　　50,235㎡）

そ　の　他 　13,810㎡ 　－㎡ 　－㎡ 　13,810㎡

合　　　計 188,855㎡ 　－㎡ 　－㎡ 188,855㎡

　－㎡ 53,546㎡ 大学全体

小　　　計 175,045㎡ 　－㎡ 　－㎡ 175,045㎡

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地 　121,499㎡ 　－㎡ 　－㎡ 　121,499㎡

運動場用地 53,546㎡ 　－㎡

３　施設・設備の整備状況，経費

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計
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４．既設大学等の状況

大 学 の 名 称 備　　考

年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度 年度

人

　経済学部 人
長崎県佐世保市
川下町123番地

　　経済学科 4 ― ― ― 学士
（経済学） ― ― ― 平成20年度 ※平成28年4月学生募集停止

　　地域政策学科 4 ― ― ― 学士
（地域政策学） ― ― ― 平成20年度 ※平成28年4月学生募集停止

　　流通・経営学科 4 ― ― ―
学士

（流通・経営
学）

― ― ― 平成20年度 ※平成28年4月学生募集停止

　経営学部

　　経営学科 4 140 ― 560 学士
（経営学） 1.05 1.05 ― 平成28年度

　　国際経営学科 4 60 ― 240 学士
（経営学） 1.04 1.00 ― 平成28年度

　地域創造学部

　　公共政策学科 4 120 ― 480 学士
（公共政策学） 1.02 1.05 ― 平成28年度

　　実践経済学科 4 130 ― 520 学士
（経済学） 1.02 1.00 ― 平成28年度

　経済学研究科

　　産業経済・経済開発専攻 2 ― ― ― 修士
（経済学） ― ― ― 平成20年度 ※令和2年4月学生募集停止

　地域創生研究科 長崎県佐世保市
川下町123番地

　地域社会マネジメント専攻 2 15 ― 30

修士
（経営学・経済
学・メディア社
会学・文化振興

学）

1.26 1.26 令和2年度

　国際情報学部 長崎県西彼杵郡

　　国際交流学科 4 ― ― ― 学士
（国際交流学） ― ― ― 平成20年度 長与町まなび野 ※平成28年4月学生募集停止

　　情報メディア学科 4 ― ― ― 学士
（情報ﾒﾃﾞｨｱ学） ― ― ― 平成20年度 １丁目１番１ ※平成28年4月学生募集停止

　国際社会学部

　　国際社会学科 4 60 ― 240 学士
（国際社会学） 1.08 1.06 ― 平成28年度

　情報システム学部

　　情報システム学科 4 40 ― 160 学士
（情報ｼｽﾃﾑ学） 1.09 1.05 ― 平成28年度

　　情報セキュリティ学科 4 40 ― 160 学士
（情報ｾｷｭﾘﾃｨ学） 1.09 1.12 ― 平成28年度

　看護栄養学部

　　看護学科 4 60 ― 240 学士
（看護学） 1.04 1.00 ― 平成20年度

　　栄養健康学科 4 40 ― 160 学士
（栄養健康学） 1.04 1.00 ― 平成20年度

　国際情報学研究科

　　国際交流学専攻 2 ― ― ― 修士
（国際交流学） ― ― ― 平成20年度 ※令和2年4月学生募集停止

　　情報メディア学専攻 2 ― ― ― 修士
（情報ﾒﾃﾞｨｱ学） ― ― ― 平成20年度 ※令和2年4月学生募集停止

　人間健康科学研究科

　　看護学専攻 2 ― ― ― 修士
（看護学） ― ― ― 平成20年度 ※令和2年4月学生募集停止

　　栄養科学専攻
　　（博士前期課程）

2 ― ― ― 修士
（栄養学） ― ― ― 平成20年度 ※令和2年4月学生募集停止

　人間健康科学研究科

　　栄養科学専攻
　　（博士後期課程）

3 3 ― 9 博士
（栄養学） 0.22 0.33 ― 平成20年度

　地域創生研究科

　　情報工学専攻 2 10 ― 20 修士
（情報工学） 0.7 0.7 令和2年度

　人間健康科学専攻 2 12 ― 24
修士

（看護学・公衆
衛生看護学・栄

養学）

1.08 1.08 令和2年度

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び

　　　　高等専門学校についてそれぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。

　　　　（専攻科及び別科を除く）。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　・本年度ＡＣ対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和２年度）から起算した修業年限に相当する期間の

　　　　入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を

　　　　記入してください。

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

所　在　地

長崎県西彼杵郡長
与町まなび野１丁
目１番１

　長崎県立大学

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和2年度
入学定員
超過率

64



【認可時又は届出時】 【令和２年度】

専 教授

大塚　一徳
（57）

＜令和２年４月＞
博士（心理学）

マネジメント・リーダーシップ特論

アカデミックスキル特論
保健統計演習
看護研究の理論と方法特論
看護理論特論
看護学実践演習
特別研究

マネジメント・リーダーシップ特論

アカデミックスキル特論
保健統計演習
看護研究の理論と方法特論
看護理論特論
看護学実践演習
特別研究

専 教授

大塚　一徳
（57）

＜令和２年４月＞
博士（心理学）

専 教授

平田　直美
（59）

＜令和２年４月＞
修士（看護学）

地域看護学特論
看護学実践演習
公衆衛生看護学原論Ⅱ
地域診断特論
ケアシステムマネジメント特論
公衆衛生看護学セミナーⅠ
公衆衛生看護学基礎実習Ⅰ
公衆衛生看護学基礎実習Ⅱ
公衆衛生看護学発展実習Ⅱ
公衆衛生看護学セミナーⅡ
特別研究
特定課題研究

専 教授

立石　憲彦
（59）

＜令和２年４月＞
医学博士

健康科学特論
アカデミックスキル特論
ヘルスアセスメント特論
看護管理学特論
看護学実践演習
特別研究

健康科学特論
アカデミックスキル特論
ヘルスアセスメント特論
看護管理学特論
看護学実践演習
特別研究

専 教授

立石　憲彦
（59）

＜令和２年４月＞
医学博士

専 教授

李　節子
（61）

＜令和２年４月＞
博士（保健学）

アカデミックスキル特論
看護研究の理論と方法特論
グローバルヘルス特論
母子看護学特論
看護学実践演習
特別研究

アカデミックスキル特論
看護研究の理論と方法特論
グローバルヘルス特論
母子看護学特論
看護学実践演習
特別研究

専 教授

李　節子
（61）

＜令和２年４月＞
博士（保健学）

専
教授

河口　朝子
（62）

＜令和２年４月＞
博士（看護学）

マネジメント・リーダーシップ特論

健康科学特論
アカデミックスキル特論
行政・組織特論
看護理論特論
成人・老年看護学特論
看護学実践演習
特別研究

専
教授

河口　朝子
（62）

＜令和２年４月＞
博士（看護学）

担当授業科目名

マネジメント・リーダーシップ特論

健康科学特論
アカデミックスキル特論
行政・組織特論
看護理論特論
成人・老年看護学特論
看護学実践演習
特別研究

担当授業科目名

５　教員組織の状況

＜地域創生研究科　人間健康科学専攻＞

（１）ー① 担当教員表

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　
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担当授業科目名担当授業科目名

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専 教授

倉橋　拓也
（47）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

最新栄養科学特論
有機化学特論
特別研究

最新栄養科学特論
有機化学特論
特別研究

専 教授

倉橋　拓也
（47）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

専 教授

世羅　至子
（54）

＜令和２年４月＞
博士（医学）

健康科学特論
最新栄養科学特論
生活習慣病医療学特論
特別研究

健康科学特論
最新栄養科学特論
生活習慣病医療学特論
特別研究

専 教授

世羅　至子
（54）

＜令和２年４月＞
博士（医学）

専 教授

古場　一哲
（55）

＜令和２年４月＞
博士（農学）

健康科学特論
最新栄養科学特論
食品機能学特論
特別研究

健康科学特論
最新栄養科学特論
食品機能学特論
特別研究

専 教授

古場　一哲
（55）

＜令和２年４月＞
博士（農学）

専 教授

大曲　 勝久
（60）

＜令和２年４月＞
博士（医学）

専 教授

大曲　 勝久
（60）

＜令和２年４月＞
博士（医学）

健康科学特論
アカデミックスキル特論
最新栄養科学特論
臨床栄養学特論
特別研究

最新栄養科学特論
機能形態学特論
特別研究

専 教授

久木野　憲司
（61）

＜令和２年４月＞
保健学博士

健康科学特論
アカデミックスキル特論
最新栄養科学特論
臨床栄養学特論
特別研究

専 教授

中尾　八重子
（63）

＜令和２年４月＞
博士（アドミニストレーション）

地域振興特論
健康科学特論
保健・医療政策特論
地域看護学特論
看護学実践演習
公衆衛生看護学原論Ⅰ
活動展開・支援技術特論
公衆衛生看護学セミナーⅠ
健康危機管理特論
公衆衛生看護学基礎実習Ⅰ
公衆衛生看護学基礎実習Ⅱ
公衆衛生看護学基礎実習Ⅲ
特別研究
特定課題研究

地域振興特論
健康科学特論
保健・医療政策特論
地域看護学特論
看護学実践演習
公衆衛生看護学原論Ⅰ
活動展開・支援技術特論
地域診断特論
公衆衛生看護学セミナーⅠ
健康危機管理特論
公衆衛生看護学基礎実習Ⅰ
公衆衛生看護学基礎実習Ⅱ
公衆衛生看護学基礎実習Ⅲ
特別研究
特定課題研究

専 教授

中尾　八重子
（63）

＜令和２年４月＞
博士（アドミニストレーション）

専 教授

山澄　直美
（56）

＜令和２年４月＞
博士（看護学）

アカデミックスキル特論
看護研究の理論と方法特論
看護管理学特論
看護学実践演習
特別研究

アカデミックスキル特論
看護研究の理論と方法特論
看護管理学特論
看護学実践演習
特別研究

専 教授

山澄　直美
（56）

＜令和２年４月＞
博士（看護学）
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担当授業科目名担当授業科目名

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専
准教
授

飛奈　卓郎
（42）

＜令和２年４月＞
博士（教育学）、修士（体育学）

健康科学特論
アカデミックスキル特論
最新栄養科学特論
健康体力科学特論
特別研究

健康科学特論
アカデミックスキル特論
最新栄養科学特論
健康体力科学特論
特別研究

専
准教
授

飛奈　卓郎
（42）

＜令和２年４月＞
博士（教育学）、修士（体育学）

専
准教
授

駿河　和仁
（53）

＜令和２年４月＞
博士（食品栄養科学）

健康科学特論
アカデミックスキル特論
最新栄養科学特論
栄養生理学特論
特別研究

健康科学特論
アカデミックスキル特論
最新栄養科学特論
栄養生理学特論
特別研究

専
准教
授

駿河　和仁
（53）

＜令和２年４月＞
博士（食品栄養科学）

地域看護学特論
看護学実践演習
公衆衛生看護学原論Ⅰ
地域診断特論
ケアシステムマネジメント特論
公衆衛生看護学セミナーⅠ
公衆衛生看護学基礎実習Ⅰ
公衆衛生看護学基礎実習Ⅱ
特別研究
特定課題研究

専
准教
授

山谷　麻由美
（49）

＜令和２年４月＞
博士（看護学）

専
准教
授

山口　多恵
（47）

＜令和２年４月＞
博士（看護学）

成人・老年看護学特論
成人・老年看護学特論
看護学実践演習
特別研究

専
准教
授

山口　多恵
（47）

＜令和２年４月＞
博士（看護学）

専
准教
授

林田　りか
（48）

＜令和２年４月＞
修士（保健学）

健康科学特論
アカデミックスキル特論
母子看護学特論
看護学実践演習
特別研究

健康科学特論
アカデミックスキル特論
母子看護学特論
看護学実践演習
特別研究

専
准教
授

林田　りか
（48）

＜令和２年４月＞
修士（保健学）

専
准教
授

高比良　祥子
（50）

＜令和２年４月＞
博士（看護学）

アカデミックスキル特論
看護理論特論
成人・老年看護学特論
看護学実践演習
特別研究

アカデミックスキル特論
看護理論特論
成人・老年看護学特論
看護学実践演習
特別研究

専
准教
授

高比良　祥子
（50）

＜令和２年４月＞
博士（看護学）

専 教授

大澤　得二
（68）

＜令和２年４月＞
博士（理学）、歯学博士

最新栄養科学特論
機能形態学特論
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担当授業科目名担当授業科目名

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

専 講師

荒木　彩
（34）

＜令和２年４月＞
博士（栄養学）

最新栄養科学特論
調理科学特論

最新栄養科学特論
調理科学特論

専 講師

荒木　彩
（34）

＜令和２年４月＞
博士（栄養学）

専 講師

竹内　昌平
（42）

＜令和２年４月＞
博士（保健学）

健康科学特論
アカデミックスキル特論
最新栄養科学特論
保健統計特論
栄養疫学特論
特別研究

健康科学特論
アカデミックスキル特論
最新栄養科学特論
保健統計特論
栄養疫学特論
特別研究

専 講師

竹内　昌平
（42）

＜令和２年４月＞
博士（保健学）

専
准教
授

松澤　哲宏
（42）

＜令和２年４月＞
博士（医学）、修士（農学）

健康科学特論
アカデミックスキル特論
最新栄養科学特論
食品衛生学特論
特別研究

健康科学特論
アカデミックスキル特論
最新栄養科学特論
食品衛生学特論
特別研究

専 講師

松澤　哲宏
（42）

＜令和２年４月＞
博士（医学）、修士（農学）

専 講師

本郷　涼子
（44）

＜令和２年４月＞
博士（栄養学）

健康科学特論
最新栄養科学特論
フードマネジメント特論
特別研究

健康科学特論
最新栄養科学特論
フードマネジメント特論
特別研究

専 講師

本郷　涼子
（44）

＜令和２年４月＞
博士（栄養学）

専 講師

石見　百江
（45）

＜令和２年４月＞
博士（獣医学）

修士（人間生活学）

健康科学特論
最新栄養科学特論
栄養管理学特論
特別研究

健康科学特論
最新栄養科学特論
栄養管理学特論
特別研究

専 講師

石見　百江
（45）

＜令和２年４月＞
博士（獣医学）

修士（人間生活学）

専 講師

竹口　和江
（41）

＜令和２年４月＞
修士（医療経営・管理学）

健康科学特論
地域看護学特
対象別・健康課題別各論
公衆衛生看護管理特論
公衆衛生看護学基礎実習Ⅲ
公衆衛生看護学発展実習Ⅰ
公衆衛生看護学発展実習Ⅱ
公衆衛生看護学セミナーⅡ

健康科学特論
地域看護学特
対象別・健康課題別各論
公衆衛生看護管理特論
公衆衛生看護学基礎実習Ⅲ
公衆衛生看護学発展実習Ⅰ
公衆衛生看護学発展実習Ⅱ
公衆衛生看護学セミナーⅡ

専 講師

竹口　和江
（41）

＜令和２年４月＞
修士（医療経営・管理学）

専 講師

安野　敦子
（49）

＜令和２年４月＞
修士（看護学）

対象別・健康課題別各論
地域診断特論
公衆衛生看護管理特論
公衆衛生看護学発展実習Ⅰ
公衆衛生看護学発展実習Ⅱ
公衆衛生看護学セミナーⅡ

対象別・健康課題別各論
公衆衛生看護管理特論
公衆衛生看護学セミナーⅠ
公衆衛生看護学基礎実習Ⅲ

専 講師

安野　敦子
（49）

＜令和２年４月＞
修士（看護学）

専 講師

新田（妹野）　祥子
（36）

＜令和２年４月＞
修士（看護学）

母子看護学特論 母子看護学特論

専 講師

新田（妹野）　祥子
（36）

＜令和２年４月＞
修士（看護学）
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担当授業科目名担当授業科目名

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

兼担 教授

荻野　晃
（53）

＜令和２年４月＞
博士（法学）

地域振興特論 地域振興特論

兼担 教授

荻野　晃
（53）

＜令和２年４月＞
博士（法学）

兼担 教授

森田　均
（59）

＜令和２年４月＞
博士（工学）、文学修士

保健情報特論 保健情報特論

兼担 教授

森田　均
（59）

＜令和２年４月＞
博士（工学）、文学修士

兼担 教授

車　相龍
（46）

＜令和２年４月＞
博士（比較社会文化）

地域振興特論 地域振興特論

兼担 教授

車　相龍
（46）

＜令和２年４月＞
博士（比較社会文化）

兼担 教授

綱　辰幸
（55）

＜令和２年４月＞
経済学修士

地域振興特論 地域振興特論

兼担 教授

綱　辰幸
（55）

＜令和２年４月＞
経済学修士

兼担 教授

鳥丸　聡
（60）

＜令和２年４月＞
経済工学士

地域振興特論 地域振興特論

兼担 教授

鳥丸　聡
（60）

＜令和２年４月＞
経済工学士

兼担 教授

後藤　正之
（62）

＜令和２年４月＞
経済学士

地域振興特論 地域振興特論

兼担 教授

後藤　正之
（62）

＜令和２年４月＞
経済学士

兼担 教授

代田　義勝
（61）

＜令和２年４月＞
経営学修士

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

兼担 教授

代田　義勝
（61）

＜令和２年４月＞
経営学修士

兼担 教授

三戸　浩
（66）

＜令和２年４月＞
経済学修士

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

兼担 教授

三戸　浩
（66）

＜令和２年４月＞
経済学修士

専 助教

濱里　セツ子
（51）

＜令和２年４月＞
修士（看護学）

活動展開・支援技術特論
対象別・健康課題別各論
地域診断特論
公衆衛生看護学セミナーⅠ
公衆衛生看護学基礎実習Ⅰ
公衆衛生看護学基礎実習Ⅱ
公衆衛生看護学発展実習Ⅰ
公衆衛生看護学発展実習Ⅱ
公衆衛生看護学セミナーⅡ

活動展開・支援技術特論
対象別・健康課題別各論
地域診断特論
公衆衛生看護学発展実習Ⅰ
公衆衛生看護学発展実習Ⅱ
公衆衛生看護学セミナーⅡ

専 助教

濱里　セツ子
（51）

＜令和２年４月＞
修士（看護学）
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担当授業科目名担当授業科目名

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

兼担
准教
授

柳田　多聞
（57）

＜令和２年４月＞
文学修士

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

兼担
准教
授

柳田　多聞
（57）

＜令和２年４月＞
文学修士

兼担
准教
授

金村　公一
（63）

＜令和２年４月＞
修士（学術）

地域振興特論 地域振興特論

兼担
准教
授

金村　公一
（63）

＜令和２年４月＞
修士（学術）

兼担
准教
授

吉本　諭
（49）

＜令和２年４月＞
博士（農学）

医療経済・地域経済特論
地域振興特論

医療経済・地域経済特論
地域振興特論

兼担
准教
授

吉本　諭
（49）

＜令和２年４月＞
博士（農学）

兼担
准教
授

四本　雅人
（49）

＜令和２年４月＞
修士（経営学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

兼担
准教
授

四本　雅人
（49）

＜令和２年４月＞
修士（経営学）

兼担 教授

山口　文彦
（49）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

兼担 教授

山口　文彦
（49）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

兼担 教授

有田　大作
（51）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

地域振興特論 地域振興特論

兼担 教授

有田　大作
（51）

＜令和２年４月＞
博士（工学）

兼担 教授

穴田　啓晃
（47）

＜令和２年４月＞
博士（情報学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

兼担 教授

穴田　啓晃
（47）

＜令和２年４月＞
博士（情報学）

兼担 教授

小松　文子
（61）

＜令和２年４月＞
博士（情報学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

兼担 教授

小松　文子
（61）

＜令和２年４月＞
博士（情報学）

兼担 教授

李　炯喆
（67）

＜令和２年４月＞
法学博士

地域振興特論 地域振興特論

兼担 教授

李　炯喆
（67）

＜令和２年４月＞
法学博士
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担当授業科目名担当授業科目名

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

兼任 講師

小野　美喜
（56）

＜令和２年４月＞
博士（看護学）

看護倫理特論 看護倫理特論

兼任 講師

小野　美喜
（56）

＜令和２年４月＞
博士（看護学）

兼任 講師

金原　俊輔
（64）

＜令和２年４月＞
Doctor of Education（米国）

メンタルヘルス特論 メンタルヘルス特論

兼任 講師

金原　俊輔
（64）

＜令和２年４月＞
Doctor of Education（米国）

兼任 講師

神谷　保彦
（59）

＜令和２年４月＞
医学博士

グローバルヘルス特論 グローバルヘルス特論

兼任 講師

神谷　保彦
（59）

＜令和２年４月＞
医学博士

兼任 講師

朝日　亮太
（34）

＜令和２年４月＞
博士（商学）

地域振興特論 地域振興特論

兼任 講師

朝日　亮太
（34）

＜令和２年４月＞
博士（商学）

兼担 講師

伊藤　康貴
（35）

＜令和２年４月＞
博士（社会学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

兼担 講師

伊藤　康貴
（35）

＜令和２年４月＞
博士（社会学）

兼担 講師

石田　聖
（37）

＜令和２年４月＞
博士（公共政策学）

地域振興特論 地域振興特論

兼担 講師

石田　聖
（37）

＜令和２年４月＞
博士（公共政策学）

兼担 講師

芳賀　晋隆
（45）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

地域振興特論 地域振興特論

兼担 講師

芳賀　晋隆
（45）

＜令和２年４月＞
博士（経済学）

兼担 講師

中村　貴治
（33）

＜令和２年４月＞
修士（経営学）

マネジメント・リーダーシップ特論 マネジメント・リーダーシップ特論

兼担 講師

中村　貴治
（33）

＜令和２年４月＞
修士（経営学）
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担当授業科目名担当授業科目名

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

兼任 講師

矢野　博巳
（62）

＜令和２年４月＞
理学士

環境保健特論 環境保健特論

兼任 講師

矢野　博巳
（62）

＜令和２年４月＞
理学士

兼任 講師

西郡　　大
（44）

＜令和２年４月＞
博士（情報教育学）

兼担 講師

脇野　幸太郎
（47）

＜令和２年４月＞
修士（法学）

保健医療福祉行政特論 保健医療福祉行政特論

兼担 講師

脇野　幸太郎
（47）

＜令和２年４月＞
修士（法学）

兼任 講師

西郡　　大
（44）

＜令和２年４月＞
博士（情報教育学）

社会調査法特論 社会調査法特論

兼任 講師

峰松　和夫
（47）

＜令和２年４月＞
博士（医学）

兼任 講師

長谷川　麻衣子
（47）

＜令和２年４月＞
博士（医学）

健康危機管理特論 健康危機管理特論

兼任 講師

長谷川　麻衣子
（47）

＜令和２年４月＞
博士（医学）

兼任 講師

峰松　和夫
（47）

＜令和２年４月＞
博士（医学）

疫学特論 疫学特論

講師

角田　由佳
（62）

＜令和２年４月＞
修士（商学）

医療経済・地域経済特論 医療経済・地域経済特論

兼任 講師

角田　由佳
（62）

＜令和２年４月＞
修士（商学）

兼任 講師

関　智弘
（36）

＜令和２年４月＞
博士（政治学）

行政・組織特論 行政・組織特論

兼任 講師

関　智弘
（36）

＜令和２年４月＞
博士（政治学）

兼任
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担当授業科目名担当授業科目名

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼任　

の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・

兼任　

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　認可申請書又は設置届出書の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の教員全て（兼任，兼担教員を含む。）を黒字で記入してください。
　　　　その上で，認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。
　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教員名簿」を確認してください。

　　　・　年齢は，それぞれの年度の５月１日時点の満年齢を記入してください。

　　　・　専任（専門職大学等は専、実専、実（研）、実み）、兼担、兼任の順に記入してください。

　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除し、詰めてください。

兼任 講師

田代　英美
（65）

＜令和２年４月＞
文学修士

兼任 講師

本多　雅幸
（55）

＜令和２年４月＞
薬科学修士

環境保健特論 環境保健特論

兼任 講師

本多　雅幸
（55）

＜令和２年４月＞
薬科学修士

兼任 講師

田代　英美
（65）

＜令和２年４月＞
文学修士

公共性特論 公共性特論

兼任 講師

嘉村　敏徳
（59）

＜令和２年４月＞
獣医学修士

兼任 講師

嘉村　敏徳
（59）

＜令和２年４月＞
獣医学修士

環境保健特論 環境保健特論

専 教授

柴崎　貢志
（48）

＜令和２年４月＞
博士（理学）

最新栄養科学特論
細胞生化学特論

最新栄養科学特論
細胞生化学特論

兼任 講師

城内　文吾
（38）

＜令和２年４月＞
博士（農学）

専
准教
授

城内　文吾
（38）

＜令和２年４月＞
博士（農学）

最新栄養科学特論
代謝栄養学特論

最新栄養科学特論
代謝栄養学特論

兼任 講師

柴崎　貢志
（48）

＜令和２年４月＞
博士（理学）
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（１）ー②担当教員表に関する変更内容

（注）・  変更内容を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除してください。

　　　　なお、設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は、「教員審査省略」と記入してください。

【令和２年度】
・山谷准教授就任辞退。後任として平田教授就任。これに伴い中尾教授、山口准教授、安野講師、濱里助教の担当科目見直し。
・久木野教授就任辞退。後任として大澤教授就任。
・松澤講師昇任により准教授へ変更。
・柴崎講師を兼任から専任（教授）へ変更。
・城内講師を兼任から専任（准教授）へ変更。

　　　　 　　　　

　　　・　認可で設置された学部等の専任教員を変更する場合は、当該専任教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画変更書」を提出し、

　　　　大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（ＡＣ教員審査）を受けてください。ＡＣ教員審査を受けずに専任教員として授業等を担当することは出来ません。

　　　・　「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」と記入してください。
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（注）・　大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件（平成十一年九月十四日文部省告示第百七十五号）により

　　　　算出される教員数を記入してください。

（注）・「設置時の計画」には、設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに、（　）内に開設時の状況を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の状況」には、報告年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の状況」には、「現在（報告時）の状況」に記入した数字に、教員審査を受審済みであり、

　　　　完成年度までに就任する教員数を加えた数を記入するとともに、［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の計画」には、予定されている完成年度時の人数を記入するとともに、

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　　　・専門職大学院の場合は、「研究指導教員」を「研究者教員」と、「研究指導補助教員」を「実務家教員」と修正して記入してください。

（注）・「年齢構成」には、当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません）、

　　　　及び、報告年度の５月１日現在、定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数及び完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。

　　　・なお、職位等によって定年年齢が異なる場合には、職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入

　　　　し、「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ） =
設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

報告時の教員のうち、定年を延長して採用している教員数
現在（報告時）の状況（Ｂ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ'）
設置時の計画（Ａ'）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　（２）－⑥　設置時の計画に対する助手充足率

=
-

= #VALUE! ％
－

　（２）－⑤　現在（報告時）の状況における定年を延長している教員構成率

=
0

= 0 ％
28

　（２）－④　設置時の計画に対する教員充足率

28
= 107.69 ％

26

65 0 0

歳 名 名

年齢構成

定年規定の定める
定年年齢（歳）

報告時（上記
（Ｂ））の教員の
うち、定年を延長
して採用している

教員数

完成年度時（上記
（Ｃ））の教員う
ち、定年を延長し
て採用する教員数

講義のみ担当
の教員数

23 - 5 23 - 5

［3］ ［-］

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

［△3］

［2］ ［1］ ［△1］ ［0］ ［2］ ［-］

［△3］

　（２）－③　年齢構成

計
（Ｄ）

助手
（Ｄ'）

［3］ ［-］

［2］ ［1］ ［△1］ ［0］ ［2］ ［-］

13 7 7 1 28 -

現在（報告時）の完成年度時の状況 現在（報告時）の完成年度時の計画

教　授 准教授 講　師 助　教
計

（Ｃ）
助手

（Ｃ'）
教　授 准教授

13 7 7 1 28 -

講　師 助　教

講義のみ担当
の教員数

20 ― 8
23 - 5

(20) －

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

講義のみ担当
の教員数

研究指導教員
数

研究指導補助
教員数

(8)

1 28 -
11 6 8 1 26 －

（11） （6） （8） （1） （26） （－）

13 7 7

教　授 准教授 講　師 助　教
計

（Ｂ）
助手

（Ｂ'）
教　授 准教授 講　師 助　教

計
（Ａ）

助手
（Ａ'）

名 名 名

　（２）－②　専任教員等数【大学院】

設　置　時　の　計　画 現在（報告時）の状況

（２） 専任教員数等

　（２）－①　設置基準上の必要専任教員数

完成年度時における
設置基準上の必要研

究指導教員数

完成年度時における
設置基準上の必要研
究指導補助教員数

うち、完成年度時に
おける設置基準上の

必要教授数

6 4 6
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時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

　（３）－③　上記（３）－①　・　（３）－②　の合計

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

0

自由 0 科目 自由 0 自由 0 自由 0

必修 0

選択選択 0

R2.3退職のため就任辞退（２）
選択 公衆衛生看護学セミナーⅠ ①

選択 公衆衛生看護学基礎実習Ⅰ

選択 地域診断特論 ①

選択 ケアシステムマネジメント特論 ①

①

選択 公衆衛生看護学基礎実習Ⅱ ①

選択 特別研究 ①

①

選択 看護学実践演習 ①

選択

１ 教授 久木野　憲司 R2.3

選択 最新栄養科学特論

（３） 専任教員辞任等の理由

　（３）－①　専任教員の就任辞退（未就任）の理由及び後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 就任辞退（未就任）の理由

①

R2.3他大学転出のため就任辞退（２）選択 機能形態学特論 ①

選択 特別研究 ①

選択 特定課題研究 ①

２ 准教授 山谷　麻由美 R2.3

公衆衛生看護学原論Ⅰ ①

選択 地域看護学特論

合計（Ｄ） 後任補充状況の集計（Ｅ）

就任を辞退した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

2 人

必修 0 科目 必修 0 必修 0 必修 0

選択 13 科目 選択 13 選択 0 選択 0

自由 0 科目 自由 0 自由 0 自由 0

計 13 科目 計 13 計 0 計 0

（注）・　認可時又は届出時以降、就任を辞退した全ての専任教員の就任辞退の理由を具体的に記入してください。

　　　・　「就任辞退（未就任）」とは、認可又は届出時に就任予定としながら、実際には就任しなかった教員のことです。

　　　　　就任した後に辞任した教員は、以下「（３）－②専任教員辞任の理由及び後任補充状況」に記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに就任を辞退した場合、赤字にて記入するとともに、

　　　　　「就任辞退（未就任）の理由」に就任辞退の理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

　（３）－②　専任教員辞任の理由及び後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 辞任等の理由

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

担当予定科目 後任補充状況

0

合計（Ｆ） 後任補充状況の集計（Ｇ）

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

計 0

（注）・　一度就任した後に、定年による退職以外の理由で辞任した全ての専任教員についてに記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

　　　　　に辞任理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

計 0 科目 計

0 人

必修 0 科目 必修 0 必修 0

選択 0 科目 選択 0

0 計

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

合計（Ｄ）＋（Ｆ） 後任補充状況の集計（Ｅ）＋（Ｇ）

辞任等した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

2 人

必修 0 科目 必修 0 必修 0

自由 0 科目 自由 0 自由 0

必修 0

選択 13 科目 選択 13 選択 0 選択 0

自由 0

計 13 科目 計 13 計 0 計 0
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（３）－③合計（Ｄ）+（Ｆ）
（２）－②設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　　今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

　（３）－⑤　定年により退職した専任教員に対する後任補充状況

担当予定科目 後任補充状況番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 辞任等の理由

　（３）－④　設置時の計画に対する教員辞任率

=
2

= 7.69 ％
26

合計 後任補充状況の集計

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

0 人

必修 0 科目 必修 0 必修 0 必修 0

選択 0 科目 選択 0 選択 0 選択 0

自由 0 科目 自由 0 自由 0 自由 0

計 0 科目 計 0 計 0 計 0

（注）・　定年により退職した全ての専任教員についてに記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

・就任辞退した専任教員が担当していた授業科目は、後任の専任教員が担当するため、学生の履修等に影響はない。なお、学生への周知は
学生便覧、シラバス等に掲載する形で行っている。（２）

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する大学の所見、学生への周知方法、

　　　　　に辞任理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

該当なし

（令和2年）

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　　具体的に記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を

　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。

　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。

　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。

　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

６　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等 履　行　状　況

留意事項 履行中
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況、今後の見通しなど

該当なし 該当なし

　　評価結果を公表している。公表した各教員の参考になる取組み事例を活用した授業について、教育開発センターで

　　集約し、学内システムにアップロードしており、組織的な授業改善に役立てている。

　　・学習成果測定のための情報収集や研修会への参加により、教育開発センターを中心とした指標の開発を進めている。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

      各学期末に実施予定

　ｂ　教員や学生への公開状況、方法等

      集計結果をＨＰで公表するとともに、学内において科目毎の評価結果を公開する。

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

    ・授業評価アンケート結果の分析や各教員の改善事項を踏まえた「点検報告書」の作成　予定

　　授業評価アンケートの実施

　　ＦＤに関する調査、資料等収集　など

　ｂ　実施方法

　　・全学的なＦＤ研修会および学部・学科・研究科単位でのＦＤ研修会の実施

　　・各学期での授業評価アンケートの実施および集約を行い、その結果に基づき各教員より改善状況を点検報告書

　　として報告させている。なお、授業評価結果は、集計結果をホームページで公表するとともに、学内で科目毎の

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

    今後開催予定

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　　全学的なＦＤ研修会の実施

　（1）教育内容の充実及び教育方法の改善に関すること

　　　ア　授業方法等の改善に関すること

　　　イ　全学的なＦＤの企画、実施に関すること

　　　ウ　教育の評価方法の研究・企画及び実施に関すること

　　　エ　現代の大学教育の重要課題に関する情報の収集整理に関すること

　（2）教育に関する研究及び企画に関すること

　（3）その他教育内容の充実に関すること

②　実施状況

　ａ　実施内容

　　 授業方法の改善等の事業計画の策定

　ｃ　委員会の審議事項等

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

　　教育開発センターが主体となり企画・運営

　ｂ　委員会の開催状況

　　今後開催予定（R2.5）

７　その他全般的事項

＜地域創生研究科　人間健康科学専攻＞

（１） 設置計画変更事項等
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※設置計画が各大学等が社会に対して着実に実現していく構想を表したものであることに鑑み、

　設置計画履行状況報告書については、各大学等のウェブサイトに公表するなど、積極的な情報提供をお願いします。

　　　　いて記入してください。

（５） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書（令和２年度）

　ａ　公表予定の有無　　〔　　　有　　　・　　　無　　　〕

≪ａで「有」の場合≫

　ｂ　公表（予定）時期　〔　調査結果公表後１ヶ月以内　・　公表後２～３ヶ月以内　・　公表後３ヶ月以降　〕

　ｃ　公表方法　　　　　〔　ウェブサイトへの掲載　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　〕

≪ａで公表「無」の場合≫

　ｄ　公表しない理由　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　・令和3年5月　公表予定

　ｂ　公表方法

　　・大学ホームページ上に公開予定（令和3年5月）

③　認証評価を受ける計画

　　・令和2年度に認証評価機関（大学教育質保証・評価センター）の評価を受審する。

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　ａ　公表（予定）時期

（４） 自己点検・評価等に関する事項

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　人間の健康に関して、疾患・障害の有無にかかわらずQOLを維持・向上させる観点、健康を保持・増進させるあるいは疾病
を予防する観点、食品の機能性や食生活の面から健康の保持・増進を科学的に理解し追及するする観点の３つの観点を融合さ
せ、人のQOLの向上に貢献することが本専攻設置の趣旨である。
　そのため看護と栄養に関する連携的な研究をベースに地域住民のQOL向上に貢献できる専門的人材の育成に取り組んでい
る。

②　自己点検・評価報告書

（３） 教育課程連携協議会に関する事項

　※専門職大学、専門職短期大学、専門職大学院以外は「該当なし」と記入ください。

該当なし
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